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第１章 石川地域まちづくり推進計画について 

１．計画策定の目的 
石川地域は、市の上位計画において本市の「副拠点」として位置づけられ、周辺都

市と連携し、本市の玄関口として賑わいや発展を牽引する拠点としてのまちづくりを

図る方針が示されています。この方針に基づき、まちづくりを具体的に推進していく

ための計画が必要とされています。 
また、本市では、市全体の方針を定める上位計画や各分野の計画等を複数策定して

いますが、東西と南北に長い地形を有し、島しょを市域に含む本市の特性上、地域単

位でまちづくりの方向性を定めていくことの必要性が他の市町村に比較して大きいと

考えます。加えて、これら既存の計画・事業間の連携や優先順位付けが不十分な状況

がみられ、住民の理解や事業者の参画が進まない要因の一つになっていると考えます。 
このことから、石川地域まちづくり推進計画では「公民連携による地域の経済活性

化」に主眼を置き、地域の将来像やまちづくりの基本方針を明確化するとともに、既

存の計画・事業を整理し、必要に応じて新たな取組も加えてまちづくりの推進に資す

る複数のプロジェクトとして取りまとめます。そして、プロジェクトの実現方策や優

先順位を示すことで、住民の理解や協働によるまちづくり、事業者の参画や投資の促

進を図り、実効性のあるまちづくりに繋げることを目的とします。 
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２．計画の対象区域・期間 
（１）対象区域 
本計画の対象区域である石川地域は、本市の北部に位置し、面積は約 21㎢、人口は

約 2.4万人となっています。1 
 

計画対象区域 

 
出所：うるま市「第 2次うるま市都市計画マスタープラン」、「第 2次うるま市総合計画 後期基本計

画 2022-2026」を基に作成 
  

 
1 面積及び人口は令和 2年国勢調査結果に基づく。 

石川地域
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（２）対象期間 
本計画は 2035 年度（令和 17 年度）までを対象期間とします。対象期間中は本計画

に定めるまちづくりの推進に向けた各プロジェクトを推進し、目標を達成するための

進行管理を行うとともに、必要に応じて計画の見直しを行います。 
なお、各プロジェクトは短期（～2030 年度（令和 12 年度））、中期（～2035 年度

（令和 17年度））、長期（2036年度（令和 18年度）～）として取組を整理し、必要
に応じて長期（2036 年度（令和 18 年度）～）の取組も本計画に位置づけるものとし
ます。 
 

対象期間とプロジェクトの取りまとめイメージ 

 
  

短短期期
（（～～22003300年年度度（（令令和和1122年年度度））））

中中期期
（（～～22003355年年度度（（令令和和1177年年度度））））

長長期期
（（22003366年年度度（（令令和和1188年年度度））～～））

ププロロジジェェククトト11

ププロロジジェェククトト22

ププロロジジェェククトト33

ププロロジジェェククトト44

・
・
・
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（３）計画の位置づけ 
本計画は、市の上位計画に基づく計画として策定します。また、市や沖縄県の関連

計画との連携や整合を図りつつ、必要に応じて新たな取組も加え、地域単位でのまち

づくりの指針となる計画として位置づけます。 
 

石川地域まちづくり推進計画の位置づけ 

 
  

県県関関連連計計画画

●新・沖縄21世紀ビジョン基本計画
● 第6次沖縄観光振興計画
● 沖縄東海岸サンライズベルト構想 等

市市関関連連計計画画市市上上位位計計画画

●第2次うるま市総合計画
● 第2次うるま市国土利用計画

石石川川地地域域
ままちちづづくくりり推推進進計計画画

プロジェクト

‥‥

● うるま市総合交通戦略
● 第2次うるま市産業振興計画
● うるま市産業基盤整備計画基本計画
● 第2次うるま市観光振興ビジョン
● うるま市都市計画マスタープラン 等

土地
利用

産業
振興

観光 交通 ‥‥

土地
利用

産業
振興

観光 交通 ‥‥

地地域域単単位位でで
抽抽出出・・再再整整理理

石石川川地地域域
ままちちづづくくりり推推進進計計画画

プロジェクト

プロジェクト
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３．計画検討にあたり留意すべき視点 
（１）うるま市全体の中での役割 
うるま市は、本計画の対象である石川地域のほか、市の上位計画で中心拠点と位置

づけられている具志川地域や、歴史・文化・自然といった魅力を有する勝連・与那城

地域から構成されています。それぞれの地域の特色を生かしつつ相互に補完し合い、

うるま市全体として最適なまちづくりを推進する視点を持って検討します。 
 
（２）持続可能なまちづくり 
うるま市では、将来にわたって充実した市民サービスの提供を可能とするため、公

共施設の集約化・複合化等の公共施設マネジメントを推進しています。公民連携によ

るまちづくりを推進するうえでは、財政負担を伴う新たな公共施設やインフラ等の整

備が生じることも想定されますが、これまで推進してきた公共施設マネジメントの取

組との整合性を考慮し、過大な投資や施設間での役割の重複等が生じないよう留意し

検討します。 
 
（３）防災や安全・安心 
まちづくりを推進する中では、新たに多くの人が訪れる場所や、民間事業者等が大

きな投資を行う場所等が生じることが想定されます。災害発生時にも来訪者や市民、

民間事業者等の貴重な命や財産を守る視点を持つとともに、環境の変化に伴い地域住

民等の安全・安心な生活が脅かされることのないよう留意し検討します。 
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４．計画策定体制・プロセス 
（１）計画策定体制 
本計画の庁内検討組織として、関係課長をもって構成する「策定幹事会」と、関係

部長をもって構成する「策定委員会」を設置し、庁内関連部署と連携しながら本計画

を策定します。 
策定事務の総括、策定幹事会及び策定委員会の事務局は、企画部プロジェクト推進

2課が担当します。 
 

計画策定体制 

 
  

策策定定機機関関

事事務務局局
企画部

プロジェクト推進２課

策策定定幹幹事事会会

・関係課長

策策定定委委員員会会

・関係部長

市市民民参参加加

庁庁内内関関連連部部署署

庁内ヒアリング
関連計画との整合
関連部署との協議

住民アンケート
住民説明会
パブリックコメント

調整・協議

民民間間事事業業者者

現地視察会
サウンディング
事業者向け説明会

住民意見
反映

公民連携
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（２）計画策定のプロセス 
計画づくりの初期段階から住民、市内・県内関係団体、庁内関係課等の意見を反映

しながら進めるとともに、公民連携のパートナーとなる民間事業者へのサウンディン

グ（意見聴取）等により実現可能性の観点からも検討するなど、幅広い理解の醸成と

実効性の確保に配慮しました。 
 

策定プロセス 

 
  

現況の把握・分析、
各種調査

計画骨子案の作成

住民及び
事業者の意見反映①

計画（案）の作成①

住民及び
事業者の意見反映②

計画（案）の作成②

住民アンケート

事業者向け現地説明会

庁内ヒアリング・
関連計画との整合

事業者向け説明会

策策定定にに向向けけたた検検討討
令令和和44年年

77月月

委委員員会会・・幹幹事事会会

1111月月

サウンディング

22月月
第4回策定幹事会（令和5年2月1日）

第4回策定委員会（令和5年2月8日）

ままちちづづくくりり推推進進計計画画策策定定
33月月

11月月
第3回策定幹事会（令和5年1月5日）

第3回策定委員会（令和5年1月10日）

令令和和55年年

住民説明会・
パブリックコメント

第1回策定幹事会（令和4年7月25日）

第1回策定委員会（令和4年7月25日）

第2回策定幹事会（令和4年11月1日）

第2回策定委員会（令和4年11月11日）

関連部署との協議
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第２章 うるま市及び石川地域の概要 

１．うるま市の概要 
（１）位置・地理 
総面積 87.02 ㎢（国土地理院、令和 4 年 4 月）を有するうるま市は、沖縄本島中部

の東海岸に位置し、県庁所在地である那覇市から北東へ約 25km の距離にあります。

東側は金武湾、南側は中城湾に接しています。 
丘陵地の広がる石川地域、金武湾・中城湾の両湾に接する具志川地域、勝連半島に

加え、東方海上には有人・無人の 10の島々があり、伊計島・宮城島・平安座島・浜比
嘉島・藪地島の 5島は与那城地域との海中道路や、架橋によって結ばれています。 
また、沖縄本島中部において唯一の有人離島である津堅島があります。気候は亜熱

帯海洋性気候に属し、年間を通じ温暖な暮らしやすい気候となっています。 
 

うるま市の位置 

 
出所：沖縄県ホームページ「各市町村の位置と島名」を基に作成 
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（２）歴史・沿革 
うるま市は、平成 17年 4月 1日に具志川市・石川市・勝連町・与那城町の 4市町が

合併して誕生しました。市名の「うるま」は“サンゴの島”を意味する沖縄の美称で

す。 
具志川市は、約 4,000 年前に生活が営まれた痕跡がある古い歴史を持ち、琉球最古

の歌謡集『おもろさうし』にも「くしかわ」と記述が残っています。豊富な水資源と

肥沃で広い土地に恵まれており、かつてサトウキビの生産量は沖縄一を誇っていまし

た。太平洋戦争後は、琉球大学の前身である沖縄文教学校や、沖縄外国語学校、農林

学校などが次々と創設され、沖縄の文教中心地として発展してきました。 
石川市は、昭和初期までは現在の沖縄市を中心とする行政区に含まれる農村集落で

した。終戦直後に地方行政措置要綱に基づき石川市が誕生し、戦中戦後において、米

軍により設置された避難民収容所や琉球政府の前身である沖縄諮詢会、更には民政府

が設置され、沖縄政治・経済の中心地として発展しました。 
勝連町は、『おもろさうし』の中で「きむたか」（心豊か・気高い）と称され、大

和の京や鎌倉に例えられるほど繁栄がうたわれました。特に 12～13世紀築城とされる
勝連城周辺は、城主阿麻和利の時代に最盛期を迎えました。勝連城跡は、平成 12年に
「琉球王国のグスク及び関連遺産群」の一つとして、世界文化遺産に登録されました。 
与那城町は、約 2,500 年前の縄文貝塚時代中期の最大段丘集落跡といわれる「シヌ

グ堂遺跡」があるように歴史は古く、西原間切から平田間切、与那城間切と改名を重

ね、沖縄県島嶼町村制の施行など歴史的な変動を経験しながら発展してきました。ま

た、海中道路（昭和 47年）や伊計大橋（昭和 57年）、藪地大橋（昭和 60年）の完成
により島々の交通の便が飛躍的に向上しました。 
このように個性豊かな 4 市町は、歴史的にも地理的にもつながりが強く、生活・経

済・文化面において一体的な日常生活圏を構築していました。平成 13 年 12 月より合
併任意協議会が設置され、平成 16年 9月に 4市町議会において合併関連議案を議決、
県と国への申請・届出を経てうるま市が誕生することとなりました。 
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２．石川地域の概要 
（１）位置・地理 
石川地域は、うるま市の北部に位置し、市外からのアクセスの玄関口となっていま

す。那覇空港からの所要時間は車で 50 分ほどであり、沖縄自動車道を経由し石川 IC
よりアクセスが可能です。那覇市や那覇空港とは高速バスが定期運行されています。 
石川地域の東側は国道 329 号、県道 255 号線が縦断し、南北の交通ネットワークが

充実しており、市街地には行政・生活サービス機能やスポーツ施設など様々な都市機

能が集積しています。一方西側は、多くが山林や丘陵地、農地などで構成されており、

ビオスの丘やゴルフ場といった自然を活用したレクリエーション施設があるほか、伊

波城跡や鍾乳洞等の史跡、歴史的景観が現存しています。 
 
（２）歴史・沿革 
石川地域には先史遺跡が 10箇所確認されており、そのうちの伊波貝塚は、沖縄にお

ける約 3,500 年前の縄文式文化の実態を明らかにした貝塚として、国指定の文化財と
なっています。 
グスク時代には「伊波グスク」が築城され、按司（領主・諸侯の呼称）は近隣の安

慶名グスクや勝連グスクに一族を送り、一大勢力となっていました。 
石川地域は、太平洋戦争以前、現在の沖縄市に属する美里村の一地域に含まれる農

村集落でした。1945 年 9 月に美里村から分離する形で石川市が誕生します。戦中に米
軍により避難民収容を目的に石川収容所が設置され、そこに仮行政機関を設立する目

的で各収容所代表が集められ、琉球政府の前身となる沖縄諮詢会や民政府が発足した

ことから、沖縄の政治・経済・教育文化の中心地として発展してきました。 
 
（３）主な地域資源 
①主要な観光資源 
沖縄の伝統である闘牛が見られるほか、自然を生かしたトレッキングや洞窟体験

ができます。 

   
石川多目的ドーム ビオスの丘 CAVE OKINAWA 

出所：うるまいろ（一般社団

法人 うるま市観光物産協会 公
式WEBサイト） 
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②自然の風景地 
石川岳をはじめとする丘陵地の緑や、金武湾の海岸線、地域を流れる石川川など

豊かな自然に恵まれています。 

   
石川岳 石川ビーチ 石川川 

 
③史跡・遺跡 
先史・グスク時代の遺跡や、太平洋戦争後の沖縄政治・経済の中心地として発展

した記憶を残す史跡や街並みが残されています。 

   
伊波貝塚 伊波按司の墓 沖縄諮詢会堂跡 

 
④その他 
石垣、フクギなど先人の知恵を用いた集落、農業・漁業・工業など市民の生業の

景観が見られます。 

   
伊波集落 山城の茶畑 石川漁港 
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第３章 うるま市及び石川地域の現状分析 

１．人口・産業等 
（１）人口 
①人口・世帯数 
市全体の人口は、令和 4年 3月時点で 125,570人であり、平成 18年から令和 4年

まで微増傾向にあります。男女比率は概ね半々で推移しています。 
世帯数は令和 4 年 3 月時点で 55,333 世帯であり、増加傾向にあります。一方、1

世帯あたりの平均構成人員は 2.27 人であり、縮小傾向で推移していることから、単
身世帯の増加や核家族化の進行がうかがえます。 

 
うるま市の人口と世帯数の推移（各年 3月時点数値） 

  
平成 18年 平成 22年 平成 26年 平成 30年 令和 4年 

人口 全体 116,560 118,160 120,686 123,308 125,570 

男性 58,473 59,015 60,367 61,484 62,929 

女性 58,087 59,145 60,319 61,824 62,641 

世帯数 41,102 44,115 47,228 50,662 55,333 

世帯構成人員 2.84 2.68 2.56 2.43 2.27 
出所：うるま市ホームページ「旧市町村単位の人口及び世帯数」 
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石川地域に目を向けると、令和 4年 3月時点の人口は 24,222人であり、市の総人
口の約 19％にあたります。平成 18 年から令和 4 年まで、若干の増加傾向にありま
す。男女比率は市全体と同様、概ね半々です。 
世帯数は、令和 4年 3月時点で 11,302世帯であり、こちらも平成 18年から令和 4

年の間、微増傾向にあります。一方、1 世帯あたりの平均構成人員は 2.14 人であり、
減少傾向にあります。いずれも市全体と同様の傾向ですが、石川地域の方がより小

規模な世帯構成となっています。 
 

石川地域の人口と世帯数の推移（各年 3月時点）  

 
 

  平成 18年 平成 22年 平成 26年 平成 30年 令和 4年 
人口 全体 23,019 23,262 23,649 24,098 24,222 

男性 11,479 11,505 11,747 11,982 12,092 
女性 11,540 11,757 11,902 12,116 12,130 

世帯数 8,565 9,177 9,887 10,724 11,302 
世帯構成人員 2.69 2.53 2.39 2.25 2.14 

出所：うるま市ホームページ「旧市町村単位の人口及び世帯数」 
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②年齢別人口構成 
市全体の令和 4年 3月時点の年齢別人口構成は、40代が 14%と最も大きい割合を

占めていますが、10 歳未満から 70 代までは各年代 10%前後であり大きな違いは見
られません。 
年齢 3区分別人口の推移をみると、平成 30年から令和 4年の間、年少人口及び生

産年齢人口はほぼ横ばいの一方、老年人口は増加しています。 
 

うるま市年齢別人口構成（令和 4年 3月） 

 
出所：うるま市ホームページ「行政区別年齢別統計表」 

 
うるま市年齢 3区分別人口の推移（平成 30年 3月を 100とした指数） 

 
出所：うるま市ホームページ「行政区別年齢別統計表」 
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石川地域の令和 4 年 3 月時点の人口構成は、最も割合が大きい 40 代が 14%、10
歳未満から 70代までは各年代 10%前後であり、市全体とほぼ同様の傾向にあります。 
年齢 3区分別人口の推移では、平成 30年から令和 4年の間、年少人口及び生産年

齢人口は減少しているものの、令和 3 年から令和 4 年にかけては若干増加していま
す。老年人口は市全体と同様、増加傾向にあります。 

 
石川地域年齢別人口構成（令和 4年 3月） 

 
出所：うるま市ホームページ「行政区別年齢別統計表」 

 
石川地域年齢 3区分別人口の推移（平成 30年 3月を 100とした指数） 

 
出所：うるま市ホームページ「行政区別年齢別統計表」  
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（２）産業2  
①市内総生産額3 
沖縄県市町村民所得（平成 30 年度）によると、平成 30 年度の市内総生産額は約

3,059 億円であり、平成 21 年度以降、年々増加しています。増加割合は年ごとに若
干の差異がみられますが、平成 21 年度から平成 30 年度まで緩やかな増加傾向にあ
ります。 

 
市内総生産額の推移（平成 30年度） 

 
 
出所：沖縄県企画部統計課「沖縄県市町村民所得（平成 30年度）」 

  

 
2 うるま市「第 2次うるま市産業振興計画」（令和 4年 3月）を基に整理 
3 市内総生産額とは、1 年間に市内で行われた各経済活動部門の生産活動によって新たに生み出された付
加価値の貨幣評価額をいう。 
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市全体の平成 30 年度産業区分別生産額割合をみると、第 3 次産業が最も大きく
65.5％であり、次いで第 2次産業が 33.4％、第 1次産業が 1.1％です。 
産業別割合をみると、「建設業」が最大であり、次いで「不動産業」「電気・ガ

ス・水道・廃棄物処理業」となっています。 
平成 26 年度からの増減率をみると、平成 30 年度の総生産額拡大に最も寄与した

産業は「建設業」です。 
 

うるま市の産業区分別生産額割合（平成 30年度） 

 
出所：沖縄県企画部統計課「沖縄県市町村民所得（平成 30年度）」 

（図表はうるま市「第 2次うるま市産業振興計画」（令和 4年 3月）から引用） 
 
②産業別事業所数及び従業者数 
うるま市における平成 28 年の事業所数は 4,368事業所です。産業別構成比をみる

と、「卸売業、小売業」「宿泊業、飲食サービス業」「不動産業、物品賃貸業」の

順に大きくなっています。また、平成 24 年との比較では、特に「医療、福祉」の事
業所数が大きく増加しています。 
平成28年の従業者数は37,062人です。産業別構成比をみると「卸売業、小売業」

「医療、福祉」「サービス業（他に類さないもの）」の割合が大きくなっています。

平成 24 年との比較では、特に「漁業」「鉱業、採石業、砂利採取業」において従業
者数の大きな増加がみられます。 
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うるま市の産業別事業所数及び従業者数（平成 28年） 

 
出所：総務省「経済センサス-基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス-活動調査」 

（図表はうるま市「第 2次うるま市産業振興計画」（令和 4年 3月）から引用） 
 

平成 28 年の従業者規模別事業所の構成比をみると、「1～4 人」が 62.3％、次い
で「5～9人」が 18.1％、「10～19人」が 10.5％であり、90％超が従業員 20人未満
の事業所です。 
平成 24 年との比較では、従業者数の多い事業所ほど事業所数が増加しており、特

に 30人以上の事業者数が大きく増加しています。 
 

うるま市の従業者規模別事業所数（平成 28年） 

 
出所：総務省・経済産業省「経済センサス」 

（図表はうるま市「第 2次うるま市産業振興計画」（令和 4年 3月）から引用） 
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③企業の売上高 
平成 28 年における第 2 次・第 3 次産業に従事する市内企業の売上高合計は、

243,096百万円です。産業別でみると、最も売上高が高いのは「卸売業、小売業」で
54,406 百万円であり、次いで「建設業」の 47,979 百万円、「製造業」の 46,201 百
万円となっています。 

 
うるま市の産業別企業売上高（平成 28年） 

 
出所：総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」 

（地域経済分析システム（RESAS）を活用） 
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（３）観光 
①観光客数 
第 2 次うるま市観光振興ビジョン（平成 29 年 3 月）によると、平成 27 年度にう

るま市を訪れた観光客数は延べ約 174万人規模と推計されています。 
 
②観光地への来場者数の推移 
うるま市の中でも多くの観光客が来訪し、継続的に来場者数を集計している「世

界遺産勝連城跡（休憩所）」と「海の駅あやはし館」の来場者数は、新型コロナウ

イルスの蔓延前である平成 30年度は両施設合計で 335,609人、蔓延後である直近の
令和 2 年度は 158,210 人です。新型コロナウイルスの影響により、来場者数が半数
以下となっていることが確認できます。また、平成 30 年度以前の推移に着目すると、
勝連城跡は増減を繰り返しながらも徐々に来場者数が増加している一方、あやはし

館は減少傾向にあります。 
 

世界遺産勝連城跡（休憩所）と海の駅あやはし館の来場者数の推移 

 
※あやはし館は平成 28年度より開館時間が 9時から 17時半迄に変更。（変更前は 7時から 22時迄） 
 
出所：うるま市ホームページ「うるま市観光の推移」 
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③宿泊施設数と宿泊収容人数 
沖縄県観光要覧（令和 2 年度版）によると、令和 2 年度における市内の宿泊施設

数は 101軒、宿泊収容人数は 2,834人です。沖縄県の 41市町村の中では、宿泊施設
数、収容人数ともに 11番目です。 

 
沖縄県上位 15市町村の宿泊施設数（令和 2年度） 

 
出所：沖縄県観光要覧（令和 2年度版） 
 

沖縄県上位 15市町村の宿泊収容人数（令和 2年度） 

 
出所：沖縄県観光要覧（令和 2年度版） 
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宿泊施設数の内訳は、ホテル・旅館が 17 軒、ペンション・貸別荘が 54 件、民宿
が 16 軒、ドミトリー・ゲストハウスが 13 軒と、ペンション・貸別荘の施設数が多
く、団体客対応の宿泊施設が少ない状況です。 
宿泊収容人数の内訳は、ホテル・旅館が 1,701 人、民泊が 285 人、ペンション・

貸別荘が 530人、ドミトリー・ゲストハウスが 122人です。 
 

市内宿泊施設種別毎の軒数（令和 2年度） 

 
出所：沖縄県観光要覧（令和 2年度版） 

 
 

市内宿泊施設種別毎の収容人数（令和 2年度） 

 
出所：沖縄県観光要覧（令和 2年度版） 
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２．既存計画における位置づけ 
（１）第 2次うるま市都市計画マスタープラン（令和 5年 3月） 
①計画の位置づけ 
都市づくりのビジョンの統一や一体性の確保を図ることから、沖縄県が策定する

「中部広域都市計画『都市計画区域の整備、開発及び保全の方針』」や、うるま市

が策定する「うるま市総合計画」などの上位計画に即して定めています。 
 
②都市づくりの将来像と基本目標 
うるま市では、まちの将来像として「人・自然・歴史文化が調和し、特色ある拠

点がネットワークで結ばれ都市の豊かさが次世代へ受け継がれるまち」の実現を掲

げています。各拠点の魅力が調和し、交通ネットワークによって市全体が結ばれる

都市構造を目指すこととしています。また、拠点内では生活に必要な機能の集積、

住環境と産業・観光振興との調和や美しい自然環境の保全を行った上で、その豊か

さを次世代へ継承できるような、質の高い持続可能な多極連携・集約型の都市づく

りを目指すこととしています。 
この将来像を実現するため、「特色ある拠点が核となり、連携・集約した持続可

能なまち」、「住環境・産業・観光が調和し、人々が交流できるまち」、「うるま

らしい景観・自然・文化伝統が継承されるまち」、「安全・安心に住み続けられる

まち」、「将来を見据えた都市のマネジメント」及び「様々な主体が相互に補完・

協力しあうまち」の 6つの基本目標を定めています。 
 

多極連携・集約型都市（イメージ） 

 
出所：国土交通省「立地適正化計画作成の手引き」等のイメージを基にうるま市の特性を踏まえ加工 

（図表はうるま市「第 2次うるま市都市計画マスタープラン」から引用） 
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③地域別方針 
全体構想で示した市全体の都市づくりの目標を踏まえた地域単位のまちづくりの

方針を示すため、地域ごとの特性や課題に応じた将来像や基本方針を設定していま

す。同計画では市を計 7 つの地域に区分しており、石川地域は「①うるま市北部東
地域」、「②うるま市北部西地域」の 2地域から構成されています。 
北部東地域では、地域の将来像として「豊かな自然と調和した文化を彩る集約型

都市の形成」を掲げており、地域づくりの基本方針として「本市の北の玄関口とし

て、交通及び物流拠点の形成」、「アクセス性の高さを生かした滞在型観光空間の

創出及び人口を増進する産業集積」、「魅力的な文化、自然に彩られた都市環境・

定住環境の形成」、「用途地域外における無秩序な開発抑制と市街地内への都市機

能の誘導など計画的な土地利用の推進」の 4つを定めています。 
北部西地域では、地域の将来像として「豊かな自然と伊波城跡などの歴史文化が

織りなす活力とやすらぎのあるまち」を掲げており、地域づくりの基本方針として

「豊かな自然、歴史文化と調和したうるおいある住宅地の形成」、「自然環境を活

用した観光等産業誘導による地域活性化」、「地域の利便性向上を図る新たな交通

システムの構築」の 3つを定めています。 
 

地域区分図 

 
出所：うるま市「第 2次うるま市都市計画マスタープラン」  
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（２）第 2次うるま市観光振興ビジョン（令和 5年 3月） 
①計画の位置づけ 
上位計画となる「第2次うるま市総合計画（後期基本計画）」（令和 3年度策定）、

「第 2次うるま市まち・ひと・しごと創生総合戦略（令和 2年度策定）」、「第 2次
うるま市産業振興計画（令和 3 年度策定）」における観光関連施策の方向性や目標
値との整合を図り策定しています。 
また、国の「観光立国推進基本計画」（平成 28 年度）、「明日の日本を支える観

光ビジョン」（平成28年度）や沖縄県の「新・沖縄21世紀ビジョン基本計画」（令
和 4 年度）、「第 6 次沖縄県観光振興基本計画」（令和 4 年度）等の観光振興の方
向性を踏まえて取りまとめています。 

 
②観光振興の基本理念 
これからの観光振興の方向性として、地域の活性化と持続的な観光の発展に向け

て、地域の方々をはじめとする多様な関係者と連携して取り組んでいくとともに、

うるま市の地域資源が持つ固有の特性を活かした様々な体験や滞在時間を提供する

こととしています。また、基本理念として「住んでよし！自慢のまちをつくり、訪

れてよし！自然・歴史・文化で感動を与え、受け入れてよし！明るくおもてなす～

自慢のまちをつくり、感動を与える“うるま”～」を掲げ、推進していくこととし

ています。 
 

観光振興の基本理念 

 
出所：うるま市「第 2次うるま市観光振興ビジョン」 
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③観光振興の基本方針 
前述の基本理念を踏まえ、「うるま市の統一イメージ形成」、「美しい観光まち

づくりと観光機能の充実」、「地域の魅力を活用した観光消費拡大の仕掛けづく

り」、「観光推進体制の構築とマーケティングの推進」、「受入体制整備とおもて

なしの充実」の 5つの基本方針を設定しています。 
 

5つの基本方針 

 
出所：うるま市「第 2次うるま市観光振興ビジョン」  
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④施策体系及び重要プロジェクト 
今後 5 年の観光振興に向けた基本方針、基本施策、展開施策を整理しています。

特に「基本施策 1-2．地域資源の保全と活用による魅力向上」、「基本施策 2-2．公
民連携による観光拠点の機能強化と魅力創出」の 2 つの基本施策を重要プロジェク
トとして、重点プロジェクト以外の 10の取組を重点施策として位置づけています。 

 
施策体系及び重要プロジェクト 

 
出所：うるま市「第 2次うるま市観光振興ビジョン」  

 ☆ 

 ☆ 

 ☆ 

 ☆ 

 ☆ 

 ☆ 

 ☆ 

 ☆ 

 ☆ 

 ☆ 
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⑤石川地域の取組方針 
うるま市は地域ごとに地域資源や誘客施設を有しており、特性に応じた取組を進

めていくことが重要であるため、同計画では石川地域、具志川地域、勝連・与那城

地域の 3地域の特性と取組方針を整理しています。 
石川地域では「闘牛から自然体験、夜のお酒や食事まで楽しめるゲートウェイ」

との方針を設定し、主な取組方針を取りまとめています。 
 

石川地域の取組方針 

 
出所：うるま市「第 2次うるま市観光振興ビジョン」  
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（３）第 2次うるま市産業振興計画（令和 4年 3月） 
①計画の位置づけ 
「第 2次うるま市総合計画  基本構想  後期基本計画」を上位計画としつつ、市の

関連計画や沖縄県の「新たな振興計画（素案）」と整合性を図り、現在取り組まれ

ている各種施策等も参考にしつつ策定しています。 
 
②目指すべき将来像と基本方針 
次世代を担う子どもたちがこれまで発展してきたうるま市産業を誇りに感じ、と

もに発展させることを思い描く都市の構築を目指し、「次世代を担う子どもたちが

誇れる産業都市～サステイナブルビジネスシティうるま～」を将来像として掲げて

います。また、目指すべき将来像を実現するため、次の通り基本方針を設定してい

ます。 
 

産業振興の基本方針 

 
出所：うるま市「第 2次うるま市産業振興計画」  
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③産業振興施策 
それぞれの基本方針の下に、産業振興施策と具体的な取組を設定しています。こ

れらのうち、石川地域に特に関連すると考えられる具体的な取組として、新たなエ

ネルギー拠点化構想の検討、スポーツコンベンションの推進、観光闘牛の推進、新

たなツーリズムの創出、石川地区まちづくり推進事業などが挙げられています。 
 

産業振興施策と具体的な取組（石川地域に特に関連するもの） 
基本方針 施策 具体的な取組 

基本方針 2 
（商工業の持続

的成長の実現と

未来に挑戦する

次世代産業の創

出） 

カーボンニュ

ートラルに関

する取組みの

推進 

＜新たなエネルギー拠点化構想の検討＞ 
市内には、平安座に位置する沖縄石油備蓄基地（沖縄

石油基地・沖縄ターミナル）や石川、具志川火力 発
電所が立地しています。カーボンニュートラルの推進

により、将来的には役割の見直しが検討されることが 
予想されます。将来の社会経済環境の変化を見据え、

民間企業と連携し、再生エネルギー発電拠点、水素 
生産拠点、海洋再生エネルギー研究拠点など多面的な

活用を検討します。 
基本方針 3 
（地域の強みを

活かした”うるま
ツーリズム”の形
成） 

“うるまツーリ
ズム”の形成に
向けた着地型

プログラムの

創出 

＜スポーツコンベンションの推進＞ 
スポーツコンベンションは宿泊飲食需要など地域経済

に大きな貢献をします。市内には具志川運動公園、石

川地区運動施設など国内外のプロのサッカーや野球チ

ームの合宿地にも選ばれるような施設があります。今

後とも施設の充実を図りつつ、プロやアマチュアスポ

ーツのキャンプや大会等の誘致を図ります。また、ス

ポーツ関連産業との連携を図りながら、経済波及効果

が創出できる取組みを支援していきます。 
＜観光闘牛の推進＞ 
沖縄における闘牛は明治後期から現代まで継承されて

いる沖縄独自の文化であり、本市の石川多目的ドーム

では全島闘牛大会など各種大会が年間を通じて開催さ

れています。宿泊施設や観光事業者とも連携し、観光

客を対象にした「観光闘牛」を推進します。 
＜新たなツーリズムの創出＞ 
ヌーリ川や石川岳、市内ビーチ、金武湾等の恵まれた

アウトドア資源を活用し、沢下り、登山、洞窟探検、

マリンスポーツなど本市の特性を活かした着地型プロ

グラムを開発、推進します。 
基本方針 4 
（企業誘致の推

進及び新たな産

業拠点の整備） 

新たな産業拠

点の整備 
＜石川地区まちづくり推進事業＞ 
石川地域は石川 IC を有し、沖縄本島全域からのアク
セスに優れ、商業、観光集客も期待される地域です。 
定住人口増加や観光集客、企業誘致のための産業用地

の確保など地域整備を推進します。 
出所：うるま市「第 2次うるま市産業振興計画」 
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（４）うるま市産業基盤整備計画基本計画（令和 2年 3月） 
①計画の位置づけ 
平成 29 年に策定された「うるま市産業振興計画4」の着実な推進のために、「う

るま市産業基盤整備計画基本構想」（以下、基本構想という）で定めた分野別ゾー

ニングの考えに基づき、産業集積候補地における住民意識や地権者意向を踏まえた

誘致重点産業の進出可能性等を検討のうえ、産業集積候補地それぞれが有機的に連

携する戦略的な産業基盤整備を実現することを目的としています。 
  
②各地区の方向性 
基本構想では、旧石川の中心市街地を中心としたエリアを「交流拡大拠点型産業

振興ゾーン」、恩納村等の近隣町村と接する山間の地域を「自然環境活用型産業振

興ゾーン」、旧具志川の中心市街地を中心としたエリアを「市街地型産業振興ゾー

ン」、製造業や複合商業施設の集積の進む臨海部を「臨海型産業振興ゾーン」とし

ています。また、農水産業が盛んであり、観光資源の豊富な半島部・ 島しょ部をそ
れぞれ「地域資源活用型産業振興ゾーン」と「島しょ環境活用型産業振興ゾーン」

に設定しています。  
同計画では、基本構想で設定した各地区の方向性を再整理したうえで、「石川地

区」と「仲嶺地区」について産業基盤整備計画（案）及び事業化に向けた方策の検

討、企業誘致手法の検討を行っています。 
 

再整理した各地区の方向性 

 
出所：うるま市「うるま市産業基盤整備計画基本計画」  

 
4 令和 4年 3月に、「第 2次うるま市産業振興計画」が策定されている。 
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③産業基盤整備方針 
石川地域の産業基盤整備方針として、『歴史や文化・自然があふれる「うるま」

を楽しむ集客・交流拠点』を設定し、産業基盤整備における考え方・ポイントを以

下の通り整理しています。 
 

産業基盤整備方針（石川地域）の考え方・ポイント 
⚫ 沖縄県の中部に位置し、石川 IC からも近接する立地を活かし、那覇方面や西海

岸、北部など広域から来訪者を受け入れる「うるま市の玄関口」としての魅力を高

め、集客を促進します。 
⚫ 沖縄戦後復興の地としての歴史、石川中心市街地の繁華街の夜の賑わい、発電所等

の夜の景観、闘牛のまちの魅力、豊かな自然などの魅力ある資源を活かし、これら

の資源との連携を強化することで、石川地区を拠点とする交流や周遊観光を促進

し、うるま市全体の活性化につなげます。 
⚫ 市民ニーズ（住民アンケート）に対応し、市民が日常的にスポーツやレクリエーシ

ョンを通じて憩い集いながら健康づくりもできる拠点を形成するとともに、北谷

町、沖縄市、金武町等の周辺の観光拠点と連携しながら、うるま市や石川地区の地

域資源を活かした屋内外の多様なレクリエーションを楽しめる拠点を形成し、広域

から県民や観光客の誘客を図ります。 
出所：うるま市「うるま市産業基盤整備計画基本計画」 

 

ゾーン形成と交流拡大のイメージ 

 
出所：うるま市「うるま市産業基盤整備計画基本計画」 

  

32



 

33 
 
 
 

（５）うるま市総合交通戦略（令和 2年 3月） 
①計画の位置づけ 
うるま市では 2019年 3月に、総合計画や都市計画マスタープランで掲げる将来像

実現に向けて、地域拠点間を結ぶ交通ネットワークの強化、観光資源を活かせるよ

うな観光周遊ネットワークの構築、物流円滑化と交通負担軽減に向けた産業に資す

るネットワーク構築などの課題を解決するため、交通まちづくりの観点から上位計

画にあたる「うるま市交通基本計画」（以下、交通基本計画という）を策定してい

ます。 
「うるま市総合交通戦略」は、交通基本計画に基づき、短・中期（5 年～10 年）

で優先的に取り組むべき施策の具体的な内容や整備方針、推進体制、実施目標など

を明確にし、市民・事業者・行政等がそれぞれの役割のもと、取組を推進すること

を目的として策定しています。 
 
②総合交通戦略策定の考え方 
交通基本計画では、基本理念として「美しい自然を活かし、安心して暮らせる地

域活力を創出する交通まちづくり」を掲げており、これを達成するために、3つの将
来目標と 5 つの基本方針が定められています。総合交通戦略ではこれら 5 つの基本
方針に基づき、実施施策を策定しています。 

 
交通基本計画における基本理念、将来目標及び基本方針 

 
出所：うるま市「うるま市総合交通戦略」  
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③短期・中期戦略と実施施策 
交通基本計画で掲げている基本方針に沿って、ハード面・ソフト面一体で優先的

かつ重点的に取り組むべき施策について、実施体制や具体的な取組を明示し、戦略

として示しています。 
石川地域に関しては、石川 IC周辺における広域交通結節点整備、交通拠点整備と

あわせた道の駅の整備などが施策として設定されています。 
 

実施施策と具体的な取組（石川地域に特に関連するもの） 
実施施策 

取組概要 
基本方針 

 具体的な 
施策 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 

公共交通の

利用環境の

改善 

交通結節点

の整備 
将来的な基幹バス延伸や支線バスの検

討等により、公共交通の乗り換えが発

生することが予想される安慶名周辺や

産業基盤整備計画基本計画による旧石

川庁舎周辺の土地利用によって活性化

が期待される石川 IC周辺等におい
て、交通結節点の整備を検討します。 

  

●  ● 

観光の魅力

を高める仕

組みづくり 

道の駅の整

備検討 
沖縄本島北部地域の交通結節点である

石川 IC周辺において、交通拠点の整
備とあわせて、道の駅の検討を行いま

す。 

  

  ● 

出所：うるま市「うるま市総合交通戦略」 
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公共交通の取組についての戦略イメージ 

 
出所：うるま市「うるま市総合交通戦略」 
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３．石川地域に対する関係者の認識  
まちづくりを進めていくうえでは、地域で生活する住民の意見はもちろんのこと、

まちづくりの担い手となりうる団体や事業者、うるま市役所のまちづくりに関係する

部署などの意見を把握し、計画に反映していくことが重要です。そのため、これらま

ちづくりの関係者が石川地域に対して持つ印象、強みや課題の認識、目指すべきと考

える方向性等について調査を行いました。 
 
（１）住民 
①アンケート調査の方法 
石川地域に暮らす 18 歳以上 64 歳以下の市民に対して、無作為抽出によるアンケ

ートを実施しました。 
 

地域住民アンケートの実施概要 
項目 概要 

調査地域 うるま市石川地域 

調査対象 石川地域の 18歳以上 64歳以下の市民 1,000名 

抽出方法 住民基本台帳から無作為抽出 

調査方法 郵送による配布のうえ、①郵送による回収（無記名方式）または②

ウェブサイトによる回収（無記名方式） 

調査期間 令和 4年 8月 24日～9月 16日 

配布数 1,000通 

回収数 200通 

有効回収率 20.0％ 
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②結果概要 
地域住民アンケートでは、石川地域の住みやすさ、就業・就学、魅力と感じる地

域資源、住み続けたい理由等について質問しているほか、今後のまちづくりに関す

る意見を収集しています。 
 

地域住民アンケートの結果概要 
項目 概要 

回答者の属性 

• 回答者は、やや女性が多く、年齢は 40～49歳からの回答が多い傾向にありま
す。 

• 居住年数が 30年以上の回答が最も多く、次に居住年数が 10～19年以上の回
答者が多いことから、中・長期間にわたり本地域に居住されている方が多い

状況となっています。今後も石川地域に居住したいとの意見は約 74％を占め
ています。 

「住みやす

さ」について 

• 石川地域に居住する理由としては、買い物の利便性や通勤・通学の利便性な
どが多いです。他方で働く環境が整っていない点や地域内でのバス停留ルー

トを増やすべきとの意見もあります。 

• 石川地域で就業（就学）している方が最も多く、うるま市内の近隣の地域へ
就業（就学）している方とあわせて約 45％がうるま市内で就業（就学）して
います。今後も約 34％は現状の地域での就業を希望しており、石川地域での
新たな就業の希望は約 18.5%となっています。 

「まちの将来

像とうるま市

の取組」につ

いて 

• まちづくりの実現にあたっては、希望する賃金・給与の仕事がない点や、商
業施設や公共施設などの魅力ある施設の不足が課題とする意見が多数ありま

す。また、ごみや悪臭対策などを求める意見もあります。 

• 今後のまちづくりに対するニーズについては、子育て支援など就業しやすい
環境の充実や産業・企業誘致などの就業環境に対する対策を望む意見が多

く、また魅力ある商業・公共施設の充実などを求める意見も挙げられていま

す。 

• 就業環境では、希望する賃金・給与の仕事がないなど雇用需要と供給との間
で相違が生じている状況がみられ、今後は医療・福祉や情報通信業、宿泊・

飲食サービス業で就業したいという意見が多いです。 

• 今後については、だれもが安全に暮らせるまちや子育てしやすく、学校など
の教育環境が整って充実しているまちを求める意見が多いです。 
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（２）関係団体等 
①ヒアリング調査の方法 
地域のまちづくりの重要な関係者となりうる市内・県内の企業・団体に対し、ヒ

アリングを実施しました。 
 

市内・県内の企業・団体へのヒアリング実施概要 
項目 概要 

調査対象 地域金融機関、旅行会社、市内の商業・観光関連団

体の計 7企業・団体 
調査方法 対面によるヒアリング 
調査期間 令和 4年 9月～10月 

 

②結果概要 
うるま市及び石川地域の印象や強み・ポテンシャル、課題、今後のまちづくりの

方向性等について意見交換しました。 
 

ヒアリングの結果概要 
質問項目 主な意見 

うるま市について 

• 東海岸の市町村の中でも観光面のポテンシャルが高い 
• うるま市までの交通環境にやや不便さがある 
• IT企業や製造業の誘致の観点では県内トップクラス 
• 宿泊施設の数や観光客からの認知度は十分とは言えない 
• 大規模な開発が進んでいる地域ではないため、まずは堅実な開発
を積み重ねた方がよい 
• 滞在時間が短く、地域にあまりお金が落ちていない 

石川地域について 

• 沖縄県立石川青少年の家は県内でも珍しい山の体験型コンテンツ
であり、観光のポテンシャルが高い 

• 闘牛は他自治体にない観光資源だが、コンテンツと絡めて地域に
お金を落とす仕組みづくりが必要である 

• 隣接する恩納村と連携し、日帰り観光客の誘引や観光業従事者の
居住地としての利便性を高めることが考えられる 

• OISTと連携した農地の利活用等が考えられる 

• 住民にとっては利便性が高く住みやすい地域だと思う 

今後のまちづくりに

ついて 

• 石川 ICが所在し、北部、東海岸、西海岸にアクセスしやすい立
地を生かした交通結節点の整備が考えられる 
• 国道 329号周辺の農業振興地域はポテンシャルのある土地のた
め、事業利用が可能となれば需要が期待できる 
• 観光客でなく県民をターゲットにすることや、子育て環境を充実
させ、居住者の増加を目指すことが考えられる 
• 企業誘致を進め県を代表する産業都市を目指すことも一案 
• 石川庁舎は周辺に公園やスポーツ施設があり、学校施設と似てい
るため、大学・専門学校等の誘致が考えられる 
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（３）うるま市役所関係部署 
うるま市役所のまちづくりに関係する部署に対し、石川地域の将来像や特に取り組

むべき地域課題について意見聴取を行いました。 
 

地域のまちづくりに関する庁内意見の概要 
項目 主な意見 

地域の将来像 

• 石川は金武町、宜野座村、恩納村で生活圏が構成されているた
め、周辺都市との連携という視点も持った地域づくりが必要であ

る 

• 健全な財政運営を目指すため、施設の集約化や複合化も含めた持
続可能なまちづくりの視点は重要である 

特に取り組むべき

地域課題 

【全般】 

• 商業地域と住宅地域の棲み分けや石川 IC、石川庁舎周辺、公共交
通の充実が主要な課題と認識している 

• 沖縄県の中央部に位置し、石川 ICや、周辺に観光需要の高い恩納
村や国際的な教育・研究期間の OISTが立地すること等、環境面
の利点を踏まえた上で、石川庁舎やその周辺部の整備を進める必

要がある 

【農畜産業】 

• 畜産業による周辺への影響の解消や調和のとれた農地整備につい
て検討する必要がある 

【防災】 

• 地域の防災計画を踏まえたまちづくりの推進が必要である 

【賑わい、子育て・福祉】 

• 市民が利用しやすい公共空間の整備やデイケアに併設したこども
園の開設等は重要である 

【その他】 

• コロナ禍以降のライフサイクルの変化への対応 

• 公共下水道事業の老朽化対策 

• 戦後沖縄の歴史文化遺産の掘り起こしとその活用 
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（４）事業者 
①現地視察会5 
県外を含む事業者を対象として、石川地域のまちづくりにおいて有効活用が期待

される候補地を実際に見ていただき、今後の取組の検討につなげていただくことを

目的とした現地視察会を開催しました。 
 

現地視察会の開催概要 
項目 概要 

開催日 令和 4年 10月 18日（火） 
参加事業者 建設事業者 4社 7名、非建設事業者 3社 4名 
視察先 ① 石川 IC・石川多目的ホール周辺 

② 国道 329号沿線エリア 
③ 石川庁舎及び周辺（石川公園、ビーチ、ふ頭） 

 
②視察後アンケートの結果概要 
現地視察会に参加した事業者に対し、事業参画や投資への意欲、個々の候補地へ

の関心度等に関する事後アンケートを行ったところ、石川地域において機会があれ

ば事業参画や投資をしたいと回答した建設事業者は 4 名、非建設事業者は 3 名であ
り、一定の興味が伺える結果となりました。 
また、地域のまちづくりに対しては、沖縄県の東海岸は今後の旅行産業の活性化

において大きなポテンシャルを持っているという意見や、それぞれの地域を活性化

するため施設整備を促すような開発だけでなく、原風景を残す又は原風景へと戻す

エリアを設定し、保全を図るなど強弱をつけたまちづくりが必要という意見、沖縄

県内での差別化が重要であり、他の市にない特徴を発見し伸ばしていくことが必要

という意見がありました。 
 

事業参画や投資への意欲 

 
  

 
5 勝連・与那城地域の現地視察会もあわせて同日に開催した。 

3

4

1

3

0 1 2 3 4 5 6 7 8

現時点ではわからない

事業参画や投資をしたくない

あまり事業参画や投資をしたくない

機会があれば事業参画や投資をしたい

積極的に事業参画や投資をしたい

建設 非建設
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③事業者サウンディング6 
県外や市外の事業者を対象として、石川地域での事業展開や投資の可能性、利活

用に関心のある地域資源等について聞き取りを行う事業者サウンディングを実施し

ました。 
 

事業者サウンディングの実施概要 
項目 概要 

実施日程 令和 4年 11月～令和 5年 1月 
対象事業者 計 17事業者7 

（建設・不動産：11事業者、施設管理運営：5事業
者、宿泊施設：3事業者、小売：1事業者） 

主な聞き取り

項目8 

• うるま市の印象やポテンシャル 
• 石川地域の印象やポテンシャル 
• 今後のまちづくりに対する意見 等 

 
④事業者サウンディングの結果概要 
特に県外の企業は、東海岸の地域との認識であり、西海岸に比べ投資には消極的

という意見がある一方、今後伸びるエリアとして東海岸を注目しているという意見

もありました。石川地域については、観光よりも住宅や産業といった印象が強いエ

リアとの意見があり、今後の方向性についても、産業やビジネス、教育、学術研究

といった方向性を目指すべきとの意見がありました。 
 

事業者サウンディングの主な意見 
項目 主な意見 

うるま市の印象や 
ポテンシャル 

• 西海岸は既に開発しつくされている。東海岸は人口増加も続いて
おり、今後伸びていくエリアとして注目している 
• うるま市は那覇からも比較的近いうえ、西海岸と比較しても極端
に見劣りせず、北部のやんばるとも違う魅力がある 
• うるま市をはじめ東海岸に対しては積極的な投資がしにくい 

石川地域の印象や 
ポテンシャル 

• 住宅や産業が中心のエリアという印象である 
• 高速 ICから近いので産業集積の可能性はあるかもしれない 

今後のまちづくり 
に対する意見 

• 石川地域は産業やビジネス、教育、学術研究等の集積地としての
開発を進めた方が良いと思う 
• 東海岸の振興においては、サンライズを生かし、健康志向の高ま
りに着目した取組を展開すると良いのではないか 
• 西海岸は人工物が多い印象なので、東海岸は遺跡など沖縄オリジ
ナルの観光資源を活用することで差別化できるのではないか 

  

 
6 勝連・与那城地域の事業者サウンディングもあわせて実施した。 
7 複数の業種に該当する事業者が対象に含まれているため、内訳の事業者数とは一致しない。 
8 リーディングプロジェクトに関する聞き取り結果は第 5章参照。 
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４．分析結果の整理 
（１）石川地域の特長・強み 
①充実した生活環境 
地域住民のアンケート結果では、買い物や通勤・通学の利便性を評価する意見が

多くなっており、回答者の 7 割以上の方が今後も石川地域に住み続けたいと回答し
ています。 
また、関係団体等へのヒアリングにおいても、石川地域の住みやすさや生活利便

性への言及があり、この強みを生かし、隣接する恩納村等の観光業従事者の居住地

としての位置づけの確立を図ることが、更なる地域の発展に資するのではないかと

の意見も挙がっています。 
観光や産業だけでなく、暮らし・生活といった視点でまちづくりを推進すること

も、石川地域の特長や強みを伸ばすことにつながると考えられます。 
 
②沖縄本島における位置や交通アクセス 
うるま市の北部を構成する石川地域は、沖縄本島においては中南部と北部をつな

ぐ場所に位置しており、恩納村等の西海岸のリゾートエリアとも近接しています。

また、うるま市内で唯一の IC である沖縄自動車道石川 IC があり、那覇空港から 1
時間未満でアクセス可能であるなど、利便性の高い立地環境となっています。 
関係団体等からも、こうした立地やアクセス性のポテンシャルを生かし、交通機

能の強化や周辺都市との連携といった視点を持ってまちづくりを進めることが効果

的との意見が出ています。 
市の上位・関連計画等でも述べられている「うるま市の玄関口」としての特長を

生かすことが石川地域の発展に寄与するものと考えられます。 
 
③特色ある地域資源 
石川地域には、うるま市の代表的な地域資源である闘牛文化の拠点である石川多

目的ドームが立地しています。また、関係団体等や事業者からは、闘牛だけでなく、

沖縄本島中部以南では貴重な「山の魅力」の観点から石川岳の周辺に立地する施設

のポテンシャルへの言及がなされています。 
このような特色ある地域資源の磨き上げを図り、積極的な活用や情報発信を行う

ことで、魅力的な観光コンテンツに昇華し、石川地域の経済活性化への寄与を実現

することができると考えられます。 
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（２）石川地域の課題・弱み 
①観光客や周辺都市の住民等の誘客及び消費の取り込み 
関係団体等や事業者からは、うるま市全体の課題として、観光客からの認知度の

低さや宿泊施設の少なさ等を指摘する声が挙がっています。また、石川地域の特色

ある地域資源の闘牛等に関しても、地域に経済効果をもたらす仕組みの構築には至

っていないといった意見や、石川 IC周辺を多くの観光客等が通過しているものの、
石川 ICを利用して石川地域に立ち寄る人は地元住民が大半との意見も聞かれていま
す。 
隣接する西海岸のリゾートエリア等にはない、石川地域ならではの魅力を発信す

る拠点を形成することで、地域外から人を呼び込むとともに滞留や消費を生み出し、

地域の経済活性化につなげるための取組が必要と考えられます。 
 
②魅力的な就業環境の創出 
地域住民のアンケート結果からは、子育て支援等の就業しやすい環境の整備や産

業・企業の誘致を要望する意見や、石川地域では希望する賃金・給与の仕事がない

といった意見が把握されており、今後就業を希望する業種としては医療・福祉、情

報通信業、宿泊・飲食サービス業との回答が多くなっています。 
石川地域には工業地帯や農地の集積がみられますが、地域住民が希望する就業の

あり方とのギャップが生じている可能性があるため、賑わい拠点の形成や新たな産

業の誘致等を通じ、多様な就業の機会を創出していくことが求められます。 
 
③土地利用の課題の解消 
関係団体等からは、石川地域では市街地が拡大した結果、農業エリアと近接する

形となり、畜舎からの臭気が市街地にまで届くなどの問題が生じているといった意

見や、産業用地等としてのポテンシャルを有すると考えられるエリアが過去から農

地として利用され続けている、遊休地や耕作放棄地が生じているといった指摘が挙

がっています。 
今後の石川地域の目指す姿を明確にしたうえで、その実現にふさわしい土地利用

のあり方への転換を図っていくことが必要と考えられます。 
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第４章 石川地域の目指す姿 

１．まちづくり推進の施策体系 
多くの関係者と連携してまちづくりを効果的に推進していくためには、地域の現状

や課題を踏まえた地域のまちづくりの目標や方針、それらに基づく具体的なプロジェ

クトをわかりやすく示すことが重要です。 
そこで、本計画では「地域の将来像－基本方針－まちづくり推進に向けたプロジェ

クト」の形でまちづくりの施策体系を整理します。 
 

まちづくり推進の施策体系 

 
  

地地域域のの将将来来像像

基基本本方方針針（（１１））

基基本本方方針針（（３３））

基基本本方方針針（（２２））

ププロロジジェェククトト11

ププロロジジェェククトト44

ププロロジジェェククトト22

ププロロジジェェククトト55

ププロロジジェェククトト33

・
・
・
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２．石川地域の将来像 

石川地域の将来像 

中中南南部部とと北北部部ををつつななぐぐゲゲーートトウウェェイイととししてて  

多多くくのの人人がが訪訪れれ暮暮ららすす賑賑わわいいののああるるままちち  

 
石川地域はうるま市の北部に位置し、沖縄本島においては中南部と北部をつなぐ位

置にあります。また、市内で唯一、沖縄自動車道の ICが立地する地域でもあります。
本計画の策定にあたり実施した各種調査においても、こうした位置関係や交通アクセ

ス面に関するポテンシャルを高く評価する声は多く聞かれており、石川地域の強みと

考えられます。また、生活利便性や暮らしやすさ、産業集積等を石川の特長として挙

げる意見も多く把握されました。 
一方、観光や余暇を過ごすことを目的として石川地域に訪れる観光客や周辺都市の

住民は、それほど多くないと考えられます。しかし、石川地域には魅力ある既存の観

光施設等に加え、十分にポテンシャルが発揮されていないと考えられる施設やエリア

等の地域資源も多く存在しています。 
石川地域の位置やアクセス性といった強みを生かしながら、地域資源の磨き上げや

有効活用によって観光、産業、居住等の多面的な魅力向上を図り、県内外から多くの

人や企業、団体、学術・研究機関等を引きつけ、将来にわたる地域の発展につなげた

いとの思いを将来像に込めています。この将来像の実現を目標としてまちづくりを推

進することにより、石川地域、ひいては市全体の経済活性化に波及させることを目指

します。 
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３．基本方針 
（１）域内外の人が集う賑わい交流空間の形成 
観光客や周辺都市の住民等の石川地域への来訪を促進し、消費や滞在を通じた地域

の経済活性化につなげるため、石川地域への立ち寄りのきっかけや来訪の目的地とな

るような、魅力ある賑わい交流空間を地域内に形成します。 
西海岸エリアや沖縄本島北部等に訪れる観光客が多く通行する石川 IC周辺、海に面

するロケーションで公共施設や公園、ビーチ等がコンパクトにまとまっている石川庁

舎周辺、沖縄本島中部や南部ではあまりない「山の魅力」を楽しめる石川市民の森公

園といったエリアを中心に検討します。 
 
（２）新しい時代にマッチした産業の振興や創出 
石川地域には工業団地や農地等の産業振興に寄与する土地利用が行われている複数

のエリアがあり、産業振興のための公共施設も立地しています。今後のまちづくりに

おいては、耕作放棄地や遊休地の発生、市街地の拡大による生活環境への影響といっ

た課題や、デジタル・脱炭素・SDGs 等の社会動向の変化を踏まえ、将来にわたる石
川地域の発展に資する土地利用への転換を図り、様々な企業や人材を引き込むことを

目指した産業の振興及び創出を進めます。 
石川 ICに近接する国道 329 号沿道、（仮称）うるま IC整備想定地周辺、東恩納周

辺等のエリアや市が所有権を持つゴルフ場敷地等のまとまった規模の土地を候補とし

て、新たな産業の集積や創出に取り組みます。また、市の公共施設である IT 事業支援
センターや石川地域活性化センター舞天館（インキュベーション施設）等については、

新しい時代の産業振興・創出に適したあり方を検討します。 
 
（３）住み続けたいと思える居住環境と産業振興が調和するまちづくり 

地域の賑わい創出や産業振興等を促進するうえでは、その担い手となる方々が暮ら

しやすいまちづくりを進め、職住近接で充実した生活を送ることのできる環境整備も

重要です。 
石川 IC周辺における交通結節機能の導入や地域公共交通の充実、県営石川団地の再

整備に合わせた子育てや福祉、行政窓口機能等の複合化、東恩納周辺における住宅用

地又は産業用地としての土地利用の促進等に取り組みます。 
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４．まちづくり推進に向けたプロジェクト 
将来像や基本方針を踏まえ、石川地域のまちづくりの推進に向けて市と事業者・団

体等が公民連携で推進していく主要プロジェクトを設定します。 
 

石川地域の主要プロジェクト一覧 
プロジェクト 取組期間 

1 石川 IC周辺の交流拠点形成 
～（仮称）ブルファイトパーク～ 

短期 
（概ね 2030年度までの完了を目指す） 

2 石川庁舎周辺の利活用推進 
短期 

（概ね 2030年度までの完了を目指す） 

3 石川市民の森公園のリニューアル 
中期 

（概ね 2035年度までの完了を目指す） 

4 「子育て・福祉」複合施設の整備 
中期 

（概ね 2035年度までの完了を目指す） 

5 国道 329号沿道の新たな土地利用 
長期 

（2036年度以降の完了を目指す） 
6 （仮称）うるま ICの整備推進及び 
新たな産業誘致の検討 

長期 
（2036年度以降の完了を目指す） 

7 東恩納周辺の新たな土地利用 
長期 

（2036年度以降の完了を目指す） 
 

石川地域の施策体系 

 
  

中中部部とと北北部部ををつつななぐぐ
ゲゲーートトウウェェイイととししてて

多多くくのの人人がが訪訪れれ暮暮ららすす
賑賑わわいいののああるるままちち

（（１１））域域内内外外のの人人がが
集集うう賑賑わわいい交交流流空空間間

のの形形成成

（（３３））住住みみ続続けけたたいいとと
思思ええるる居居住住環環境境とと
産産業業振振興興がが調調和和すするる

ままちちづづくくりり

（（２２））新新ししいい時時代代にに
ママッッチチししたた産産業業のの
振振興興やや創創出出

地地域域のの将将来来像像 基基本本方方針針 ままちちづづくくりり推推進進にに向向けけたたププロロジジェェククトト

1 石石川川 IC周周辺辺のの交交流流拠拠点点形形成成
～～（（仮仮称称））ブブルルフファァイイトトパパーークク～～

2 石石川川庁庁舎舎周周辺辺のの利利活活用用推推進進

3 石石川川市市民民のの森森公公園園ののリリニニュューーアアルル

4 「「子子育育てて・・福福祉祉」」複複合合施施設設のの整整備備

5 国国道道329号号沿沿道道のの新新たたなな土土地地利利用用

6 （（仮仮称称））ううるるままICのの整整備備推推進進及及びび
新新たたなな産産業業誘誘致致のの検検討討

7 東東恩恩納納周周辺辺のの新新たたなな土土地地利利用用

短短期期

中中期期

長長期期

基本方針（１）

基本方針（３）

基本方針（２）

基本方針（１）

基本方針（３）

基本方針（２）

基本方針（１）

基本方針（３）

基本方針（２）

基本方針（１）

基本方針（３）

基本方針（２）

基本方針（１）

基本方針（３）

基本方針（２）

基本方針（１）

基本方針（３）

基本方針（２）

基本方針（１）

基本方針（３）

基本方針（２）

短短期期

中中期期

長長期期

長長期期
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ププロロジジェェククトト 

1 
石石川川 IC周周辺辺のの交交流流拠拠点点形形成成 

～～（（仮仮称称））ブブルルフファァイイトトパパーークク～～ 
プロジェクト 1「石川 IC周辺の交流拠点形成～（仮称）ブルファイトパーク～」 
◼ 基本方針との対応  ◼ 位置図 

（（１１））域域内内外外のの人人がが

集集うう賑賑わわいい交交流流 
空空間間のの形形成成 

 
（（２２））新新ししいい時時代代にに

ママッッチチししたた産産業業のの 
振振興興やや創創出出 

 

（（３３））住住みみ続続けけたたいい

とと思思ええるる居居住住環環境境とと

産産業業振振興興がが調調和和すするる

ままちちづづくくりり 

 

 
出所：国土地理院地図（淡色地図）を加

工して作成 

      

◼ 取組期間  

短短期期 
概ね 2030年度までの 

完了を目指す 
 

中中期期 
概ね 2035年度までの 

完了を目指す 
 

長長期期 
2036年度以降の 
完了を目指す 

 

      

◼ 担当課・関係課  

担当課 プロジェクト推進 2課、スポーツ課、観光イベント課 
 

関係課 企画政策課、産業政策課、農林水産政策課、都市政策課 

   
 

位置関係 

 
  

沖沖縄縄自自動動車車道道
石石川川IC

石石川川多多目目的的
ドドーームム

石石川川地地域域
活活性性化化セセンンタターー

舞舞天天館館

石石川川運運動動広広場場

利利活活用用
想想定定エエリリアア
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対象地に立地する施設 

  
 
①背景及び課題 
石川 ICは、沖縄自動車道を利用して西海岸のリゾートエリア等に訪れる観光客等

が多く往来しているものの、その大半が石川地域に立ち寄ることなく通過してしま

っています。観光消費を取り込み地域の経済活性化につなげるためには、観光客等

の立ち寄りのきっかけとなり、更には市内の観光・周遊につなげるための機能整備

が求められています。 
 
②対象地・対象施設の概要 
ア 対象地 
アクセス 那覇空港から沖縄自動車道石川 ICまで約 50分 

石川 ICから約 2分 
法規制等 • 都市計画区域（用途未指定） 

• 特定用途制限地域（市街地形成誘導地区、農業保全地区、景観保
全地区） 
• 農業振興地域（うち一部、農用地区域） 
• 地域森林計画対象民有林（一部） 

  

◼ 石川多目的ドーム

◼ 石川運動広場 ◼ 石川地域活性化センター舞天館
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イ 石川多目的ドーム 
所在地 石川 2298-1 
建築年月 平成 7年（1995年）9月 
構造・階数 鉄筋コンクリート造、地上 2階建 
面積 敷地面積：14,747㎡ 

建築面積：2,226㎡ 
延床面積：2,581㎡ 

法規制等 • 都市計画区域（用途未指定） 
• 特定用途制限地域（市街地形成誘導地区） 
• 農業振興地域（農用地区域は含まれない） 

所有者 うるま市 
運営 直営 

 
ウ 石川地域活性化センター舞天館 
所在地 石川 2313-3 
建築年月 平成 15年（2003年）4月 
構造・階数 鉄筋コンクリート造、地上 2階・地下 1階建 
面積 敷地面積：3,781㎡ 

建築面積：1,081㎡ 
延床面積：1,344㎡ 

法規制等 • 都市計画区域（用途未指定） 
• 特定用途制限地域（市街地形成誘導地区） 
• 農業振興地域（農用地区域は含まれない） 

所有者 うるま市 
運営 直営 

 
エ 石川運動広場 
所在地 石川 2316  
設置年月 平成 19年（2007年）3月 
面積 3,202㎡ 

法規制等 • 都市計画区域（用途未指定） 
• 特定用途制限地域（市街地形成誘導地区） 
• 農業振興地域（農用地区域は含まれない） 
• 都市公園（街区公園） 

所有者 うるま市 
運営 直営 
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対象地周辺の法規制等 

 

 
出所：沖縄県地図情報システム 

  

◼ 都市計画図

◼ 農業振興地域

52



 

53 
 

 
出所：沖縄県地図情報システム 

 
③関連する主な既存計画・調査等 

計画・調査等名称 策定・実施年度 
多目的ドーム周辺駐車場整備設計業務 令和元年度 

うるま市総合交通戦略 令和元年度 
うるま市石川 IC周辺整備実現可能性調査 平成 30年度 
石川イベント公園機能強化調査事業 平成 25年度 

 
④プロジェクトの方向性  
これまでの調査・計画等で整理された基礎情報や検討の方向性を踏まえつつ、改

めて地域の賑わい創出や観光振興に資する拠点を形成する方向で検討を進めます。 
具体的には、石川 IC周辺に立ち寄りのきっかけとなる道の駅等の集客施設の整備

とともに、公園機能の拡充も検討します。検討にあたっては、沖縄自動車道の利用

者が気軽に立ち寄りしやすいよう、一般道からだけでなく沖縄自動車道から直接立

ち寄ることのできる施設の実現可能性を検討します。また、石川 IC周辺に立地する
石川多目的ドームや石川地域の市街地等との連携を図り、立ち寄りをきっかけに地

域内の観光・周遊につなげることを目指します。更には、那覇空港や那覇市内から

バスを利用して石川地域に来訪し、公共交通を利用して市内を周遊する観光客等の

増加を図ることにより、市内での滞在時間の延長や宿泊につなげ、地域の経済活性

化に寄与することが期待されるため、交通結節機能の導入可能性もあわせて検討し

ます。 
  

◼ 森林関係
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⑤公民連携の方針 
道の駅等の集客施設の整備運営にあたっては、民間事業者のノウハウの活用が重

要と考えられるため、公民連携手法による事業化を視野に、計画段階から民間事業

者との対話を積極的に行っていきます。また、沖縄自動車道からの立ち寄りや交通

結節機能の導入検討にあたって連携や調整が必要となるため、道路管理者や交通事

業者等についても同様に、計画段階から積極的な対話を図ります。 
また、石川 IC周辺に立地する石川多目的ドームとの連携や、石川地域、更には市

全体への周遊へとつなげていくためには、市内関係団体や旅行会社等との連携も重

要となるため、これらの民間主体との協力関係の構築もあわせて取り組みます。 
 
⑥想定スケジュール 

 
  

短短期期

2023年度
（令和5年度）

2030年度
（令和12年度）

調調査査・・計計画画・・
民民間間事事業業者者ととのの対対話話・・
関関係係者者ととのの調調整整

市市がが実実施施すすべべききイインンフフララ整整備備

公公募募準準備備
事事業業者者公公募募
・・選選定定

整整備備
供供用用
開開始始
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ププロロジジェェククトト 

2 石石川川庁庁舎舎周周辺辺のの利利活活用用推推進進 

プロジェクト 2「石川庁舎周辺の利活用推進」 
◼ 基本方針との対応  ◼ 位置図 

（（１１））域域内内外外のの人人がが

集集うう賑賑わわいい交交流流 
空空間間のの形形成成 

 
（（２２））新新ししいい時時代代にに

ママッッチチししたた産産業業のの 
振振興興やや創創出出 

 

（（３３））住住みみ続続けけたたいい

とと思思ええるる居居住住環環境境とと

産産業業振振興興がが調調和和すするる

ままちちづづくくりり 

 

 
出所：国土地理院地図（淡色地図）を加

工して作成 

      

◼ 取組期間  

短短期期 
概ね 2030年度までの 

完了を目指す 
 

中中期期 
概ね 2035年度までの 

完了を目指す 
 

長長期期 
2036年度以降の 
完了を目指す 

 

      

◼ 担当課・関係課  

担当課 プロジェクト推進 2課、産業政策課 
 

関係課 
企画政策課、観光イベント課、農林水産政策課、 
都市政策課、公園整備課、その他施設を所有する課 

   
 

位置関係 

 
出所：うるま市「うるま市産業基盤整備計画基本計画」を基に作成 

  

⇒解体済み
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対象地の現況 

 
出所：うるま市「うるま市産業基盤整備計画基本計画」 
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①背景及び課題 
石川庁舎は、旧石川市役所として利用されていた施設であり、うるま市誕生後も

市の行政窓口として利用されていましたが、平成 28年度のうるま市役所新庁舎の完
成に伴い石川庁舎の大半の行政機能が移転して以降、2 階が空室になるなど低利用
の状態が続いています。また、庁舎及びその周辺に位置する石川体育館、石川会館

等の公共施設は老朽化が進行しており、今後の方向性を検討する必要があります。 
一方、海に面した立地であり、石川公園、エナジックスタジアム石川（野球場）

等の魅力的な公共施設も集積していることから、立地のポテンシャルを生かした利

活用が期待されています。 
 
②対象地・対象施設の概要 
ア 対象地 
アクセス 那覇空港から沖縄自動車道石川 ICまで約 50分 

石川 ICから約 3分 
総面積 約 18.1ha 

 
イ 石川庁舎 
所在地 石川石崎 1-1  
建築年月 昭和 61年（1986年）12月 
構造・階数 鉄筋コンクリート造、地上 3階・地下 1階建 
面積 敷地面積：12,406㎡ 

建築面積：2,636㎡ 
延床面積：6,415㎡ 

法規制等 • 第二種住居地域 
• 港湾計画上の都市機能用地 

所有者 うるま市 
運営 直営 

 
ウ 石川会館 
所在地 石川石崎 1-1  
建築年月 平成元年（1989年）1月 
構造・階数 鉄筋コンクリート造、地上 3階建 
面積 敷地面積：19,086㎡ 

建築面積：2,352㎡ 
延床面積：3,910㎡ 

法規制等 • 第二種住居地域 
• 港湾計画上の都市機能用地 

所有者 うるま市 
運営 直営 

  

57



 

58 
 

エ 石川保健相談センター 
所在地 石川石崎 1-1  
建築年月 平成 5年（1993年）3月 
構造・階数 鉄筋コンクリート造、地上 2階建 
面積 敷地面積：2,020㎡ 

建築面積：1,140㎡ 
延床面積：1,899㎡ 

法規制等 • 第二種住居地域 
• 港湾計画上の都市機能用地 

所有者 うるま市 
運営 直営 

 

オ 石川体育館 
所在地 石川石崎 1-2  
建築年月 昭和 60年（1985年）3月 
構造・階数 鉄筋コンクリート造、地上 2階建 
面積 敷地面積：12,513㎡ 

建築面積：2,404㎡ 
延床面積：4,277㎡ 

法規制等 • 第二種住居地域 
• 港湾計画上の都市機能用地 

所有者 うるま市 
運営 指定管理者 

 
カ 石川庭球場 
所在地 石川石崎 1-6 
建築年月 平成元年（1989年）2月 
面積 2,420㎡ 

法規制等 • 第二種住居地域 
• 都市公園（地区公園） 
• 港湾計画上の緑地 

所有者 うるま市 
運営 指定管理者 
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キ 石川野球場（エナジックスタジアム石川） 
所在地 石川石崎 1-6  
建築年月 昭和 60年（1985年）3月 
構造・階数 鉄筋コンクリート造、地上 2階建 
面積 24,101㎡ 

法規制等 • 第二種住居地域 
• 都市公園（地区公園） 
• 港湾計画上の緑地 

所有者 うるま市 
運営 指定管理者 

 
ク 石川公園 
所在地 石川白浜 2-3-1 
設置年月 平成 2年（1990年）3月（供用開始） 
面積 101,745㎡ 

法規制等 • 第二種住居地域 
• 都市公園（地区公園） 
• 港湾計画上の緑地 

所有者 うるま市 
運営 指定管理者 

 
ケ 石川プール 
所在地 石川石崎 2-7 
設置年月 昭和 63年（1988年）3月 
構造・階数 鉄筋コンクリート造、地上 1階建 
面積 敷地面積：6,110㎡ 

建築面積：1,358㎡ 
延床面積：1,358㎡ 

法規制等 • 準工業地域 
• 港湾計画上の埠頭用地 

所有者 うるま市 
運営 指定管理者 
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対象地周辺の法規制等 

 
 
③関連する主な既存計画・調査等 

計画・調査等名称 策定・実施年度 
うるま市産業基盤整備計画基本計画 令和元年度 

石川体育館機能強化計画 平成 30年度 
 
④プロジェクトの方向性  
令和元年度に策定した「うるま市産業基盤整備計画基本計画」では、石川地域を

「交流拡大拠点型産業振興ゾーン」と設定し、石川庁舎周辺を交流人口拡大の拠点

と位置づけ、滞在型の観光空間の創出や交流人口拡大を増進する産業の集積を図る

方向性を示すとともに、整備にあたってのコンセプトやターゲットの検討を行って

います。また、事業実施にあたっては、既存施設をすべて更地にする提案も含め、

民間事業者から広く提案を募っていくこととしています。 
しかしながら、計画策定後に具体的な進捗がないことを踏まえ、同計画をベース

としつつも、計画策定時からの経済社会動向の変化や民間事業者の意見等を反映し

て見直しや修正を図りながら、利活用の実現に向けた検討を進めます。 
なお、現在石川庁舎に入居している市の行政窓口機能は、プロジェクト 4「「子

育て・福祉」複合施設の整備」において整備を推進する複合施設への移転に向けた

検討を進めます。  

◼ 都市計画図
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既存計画における利活用の方向性 

 

  

 
出所：うるま市「うるま市産業基盤整備計画基本計画」及び同概要版 
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⑤公民連携の方針 
民間事業者へのサウンディングでは、既存施設の改修又は更地化といったハード

面の方向性や、観光及び交流人口拡大に資する利活用の実現可能性に対する見解が

分かれていることに加え、教育・研究機関等の集客施設以外の機能導入の可能性も

示されており、現時点で具体的に方向性を絞り込むことは困難と考えられます。そ

のため、地域の将来像や民間事業者の意見を踏まえ、既存計画で示されている方向

性にとらわれずいくつかの案を想定し、今後の検討の中で継続的に民間事業者の意

見を聴取しながら、実現可能性のある利活用の方針を整理していきます。なお、利

活用の規模を勘案すると、どのような方向性となった場合でも民間事業者のノウハ

ウの活用余地は生じると考えられることから、公民連携手法による事業実施を見据

えた検討を行います。 
また、利活用を想定する範囲には漁協の施設が立地しており、石川地域の市街地

にも隣接していることから、漁協や地域の関係者とも連携しながら利活用を推進し

ます。 
 

⑥想定スケジュール 

 
  

短短期期

2023年度
（令和5年度）

2030年度
（令和12年度）

調調査査・・計計画画・・

民民間間事事業業者者
等等ととのの対対話話

公公募募準準備備
事事業業者者公公募募
・・選選定定

整整備備
供供用用
開開始始
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ププロロジジェェククトト 

3 石石川川市市民民のの森森公公園園ののリリニニュューーアアルル 

プロジェクト 3「石川市民の森公園のリニューアル」 
◼ 基本方針との対応  ◼ 位置図 

（（１１））域域内内外外のの人人がが

集集うう賑賑わわいい交交流流 
空空間間のの形形成成 

 
（（２２））新新ししいい時時代代にに

ママッッチチししたた産産業業のの 
振振興興やや創創出出 

 

（（３３））住住みみ続続けけたたいい

とと思思ええるる居居住住環環境境とと

産産業業振振興興がが調調和和すするる

ままちちづづくくりり 

 

 
出所：国土地理院地図（淡色地図）を加

工して作成 

      

◼ 取組期間  

短短期期 
概ね 2030年度までの 

完了を目指す 
 

中中期期 
概ね 2035年度までの 

完了を目指す 
 

長長期期 
2036年度以降の 
完了を目指す 

 

      

◼ 担当課・関係課  

担当課 公園整備課 
 

関係課 都市政策課、維持管理課 

   
 

位置関係 

 
  

石石川川
市市民民のの森森公公園園

石石川川岳岳

沖沖縄縄県県立立
石石川川青青少少年年のの家家

沖沖縄縄自自動動車車道道
石石川川IC
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対象地の現況 

   
 

①背景及び課題 
石川市民の森公園は、石川岳の西側に位置しており、自然や眺望を楽しむことが

できる公園です。開園当初は市内外からの利用者で賑わっていましたが、老朽化し

た大型アスレチック遊具の撤去等による魅力低下や機能の陳腐化により、現状は多

くの人が訪れる公園とはなっていません。そのため、時代に合った新たな魅力の付

加等により公園が持つポテンシャルを引き出し、多くの方に利用される公園に生ま

れ変わらせていくことが求められます。 
 
②対象地・対象施設の概要 

所在地 石川 3277  
アクセス 那覇空港から沖縄自動車道石川 ICまで約 50分 

石川 ICから約 10分 
設置年月 平成 8年（1996年）3月 
面積 75,330㎡ 

法規制等 • 都市計画区域（用途未指定） 
• 特定用途制限地域（景観保全地区） 
• 都市公園（都市緑地） 
• 農業振興地域（うち一部、農用地区域） 
• 地域森林計画対象民有林（大部分） 

所有者 うるま市 
運営 直営 
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対象地周辺の法規制等 

 

 
出所：沖縄県地図情報システム 

  

◼ 都市計画図

◼ 農業振興地域
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出所：沖縄県地図情報システム 

 
③関連する主な既存計画・調査等 
 なし 
 
④プロジェクトの方向性 
石川岳に近く、市街地から離れた自然豊かな公園であることを生かし、アウトド

アや農業体験等、この環境と親和性のある機能を導入し、市民や来訪者の憩いや賑

わいの場として利用される公園を目指します。 
なお、公園からほど近い場所には、自然体験活動の場として広く利用されている

「沖縄県立石川青少年の家」が立地していることから、必要に応じて当該施設との

連携可能性も検討します。 
  

◼ 森林関係
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⑤公民連携の方針 
うるま市では公園における公民連携を推進しており、近年では石川多目的ドーム

に隣接する石川運動広場において、設置管理許可制度に基づき、民間事業者による

カフェがオープンしています。また、うるま市のホームページでは、石川市民の森

公園を含む複数の公園を「全国規模程度の事業者の参画を想定する公園」として、

民間事業者からの利活用の提案を常時募集しています。こうした取組を継続するこ

とに加え、市側からも積極的に民間事業者への情報提供や対話の場の設定を行い、

設置管理許可制度やPark-PFI制度等の活用を想定した公民連携による魅力向上を目
指していきます。 

 
⑥想定スケジュール 

 
  

短短期期 中中期期

2023年度
（令和5年度）

2030年度
（令和12年度）

2035年度
（令和17年度）

民民間間事事業業者者かかららのの提提案案のの継継続続募募集集
供供用用
開開始始

民民間間事事業業者者へへのの積積極極的的なな
情情報報発発信信やや民民間間事事業業者者ととのの

対対話話のの実実施施

事事業業者者ととのの
契契約約等等

整整備備

※早期に民間事業者からの優れた提案が
あった場合等は、当該スケジュールにとらわ
れず前倒しで推進
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ププロロジジェェククトト 

4 「「子子育育てて・・福福祉祉」」複複合合施施設設のの整整備備 

プロジェクト 4「「子育て・福祉」複合施設の整備」 
◼ 基本方針との対応  ◼ 位置図 

（（１１））域域内内外外のの人人がが

集集うう賑賑わわいい交交流流 
空空間間のの形形成成 

 
（（２２））新新ししいい時時代代にに

ママッッチチししたた産産業業のの 
振振興興やや創創出出 

 

（（３３））住住みみ続続けけたたいい

とと思思ええるる居居住住環環境境とと

産産業業振振興興がが調調和和すするる

ままちちづづくくりり 

 

 
出所：国土地理院地図（淡色地図）を加

工して作成 

      

◼ 取組期間  

短短期期 
概ね 2030年度までの 

完了を目指す 
 

中中期期 
概ね 2035年度までの 

完了を目指す 
 

長長期期 
2036年度以降の 
完了を目指す 

 

      

◼ 担当課・関係課  

担当課 福祉政策課、こども政策課 
 

関係課 介護長寿課、こども家庭課、市民課 

   
 

位置関係 

 
  

県県営営石石川川団団地地
（（現現状状））

「「子子育育てて・・福福祉祉」」
複複合合施施設設
予予定定地地
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県営石川団地の現況 

 
 
①背景及び課題 
県営石川団地は、伊波小学校に隣接する計 168 戸の公営住宅ですが、老朽化が進

んでいるため、沖縄県が再整備を予定しています。うるま市は石川団地の隣接地に

約 4,000 ㎡の土地を所有しており、団地の再整備にあわせて、地域住民の生活を支
える子育て、福祉等の機能の導入が必要となっています。 

 
②対象地・対象施設の概要 

所在地 石川伊波 331 
アクセス 那覇空港から沖縄自動車道経由で約 50分 

石川 ICから車で約 7分 
面積 約 4,000㎡ 

法規制等 • 第一種中高層住居専用地域 
所有者 うるま市 

※現状は大部分が沖縄県所有の土地だが、団地再整備にあわせて

市が隣接地に所有する土地と交換を予定している。 
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対象地周辺の法規制等 

 
 
③関連する主な既存計画・調査等 
なし 

 
④プロジェクトの方向性  
県営団地の再整備にあわせて、市有地と県有地の交換により敷地の位置・形状等

を整理のうえ、当該敷地に子育てや福祉、うるま市の行政窓口機能等で構成される

複合施設を整備します。行政機能を集約化することで、公共施設マネジメントを推

進するとともに、児童と高齢者が交流できる空間づくりを目指します。 
当該複合施設への石川庁舎の窓口機能移転を目指すため、沖縄県による団地建替

え行程の見直し等、早期着手について沖縄県と調整します。 
  

◼ 都市計画図
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⑤公民連携の方針 
うるま市が必要とする子育て、福祉、行政窓口機能等に要する施設の面積は1,000

㎡～1,500㎡程度と見込まれており、建蔽率や容積率には余裕が生じているため、複
合施設への民間機能の導入の可能性を調査します。また、施設整備にあたっては、

PFI、DBO、リース等の公民連携手法の導入を検討します。 
これらの検討にあたっては民間事業者の意見を取り入れることが不可欠なため、

計画段階から事業者との対話を積極的に行います。 
 

公民連携による施設整備のイメージ 

 
 
 
⑥想定スケジュール 

 
  

敷敷地地面面積積：：約約4,000㎡㎡

市市がが必必須須とと
考考ええるる機機能能
のの延延床床面面積積
：：約約1,000～～

1,500㎡㎡

＋＋α
（（民民間間機機能能等等））
：：規規模模未未定定

「「子子育育てて・・福福祉祉」」複複合合施施設設

市の必須機能や立地等を踏まえ、導入可
能性のある民間機能やその規模、事業ス
キーム等について事業者の意見を聴取し、
事業検討に反映することを想定

児童館・学童クラブ、高齢者の活動ス
ペース、行政窓口機能 等

短短期期 中中期期

2023年度
（令和5年度）

2030年度
（令和12年度）

2035年度
（令和17年度）

構構想想のの
整整理理 供供用用

開開始始

沖沖縄縄県県ととのの調調整整

整整備備
公公募募
準準備備

団団地地再再整整備備のの設設計計
（（沖沖縄縄県県））

調調査査・・計計画画
事事業業者者
公公募募・・
選選定定

団団地地再再整整備備のの工工事事
（（沖沖縄縄県県））
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ププロロジジェェククトト 

5 国国道道 329号号沿沿道道のの新新たたなな土土地地利利用用 

プロジェクト 5「国道 329号沿道の新たな土地利用」 
◼ 基本方針との対応  ◼ 位置図 

（（１１））域域内内外外のの人人がが

集集うう賑賑わわいい交交流流 
空空間間のの形形成成 

 
（（２２））新新ししいい時時代代にに

ママッッチチししたた産産業業のの 
振振興興やや創創出出 

 

（（３３））住住みみ続続けけたたいい

とと思思ええるる居居住住環環境境とと

産産業業振振興興がが調調和和すするる

ままちちづづくくりり 

 

 
出所：国土地理院地図（淡色地図）を加

工して作成 

      

◼ 取組期間  

短短期期 
概ね 2030年度までの 

完了を目指す 
 

中中期期 
概ね 2035年度までの 

完了を目指す 
 

長長期期 
2036年度以降の 
完了を目指す 

 

      

◼ 担当課・関係課  

担当課 プロジェクト推進 2課、産業政策課 
 

関係課 
企画政策課、農林水産政策課、農林水産整備課、 
都市政策課 

   
 

位置関係 

 
  

利利活活用用
想想定定エエリリアア

沖沖縄縄自自動動車車道道
石石川川IC

国国道道329号号
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①背景及び課題 
石川 ICの南西側、石川地域の市街地の西側一帯の国道 329号沿道エリアは現状、

農地としての土地利用がなされています。一方で、石川 ICに近接するアクセス面の
強みや沖縄県内での産業用地の不足、石川地域の市街地と近接していることに伴う

畜舎からの悪臭問題への対応といった課題があり、新たな土地利用に転換していく

ことを含め、今後のあり方の検討が必要です。 
 
②対象地・対象施設の概要 
アクセス 那覇空港から沖縄自動車道経由で約 50分 

石川 ICから車で約 3分 
法規制等 • 都市計画区域（用途未指定） 

• 特定用途制限地域（幹線道路沿道地区、市街地緩衝地区） 
• 農業振興地域（大半が農用地区域内） 

 

対象地周辺の法規制等 

 
  

◼ 都市計画図
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出所：沖縄県地図情報システム 

 
③関連する主な既存計画・調査等 
なし 

 
④プロジェクトの方向性  
当該エリア一帯は農業振興地域に指定されているほか、これまでに農業振興を目

的としたインフラ整備等が行われてきており、土地利用の転換に向けては様々な関

係者との調整や規制緩和等が必要となることが想定されます。しかしながら、沖縄

県内で不足する産業用地としての活用や、企業や学術・研究機関等と連携した実証

実験フィールドとしての活用等、将来にわたって石川地域の発展を継続する観点か

ら長期的な視点で新たな土地利用の実現に向けて取り組みます。 
 

⑤公民連携の方針 
様々な障壁を乗り越えて土地利用の転換を図るうえでは、民間主体の需要が前提

となります。そのため、長期的な取組となるものの、現時点から継続的に企業、学

術・研究機関等との対話を行い、当該エリアのポテンシャルや土地利用の方向性を

検討します。 
  

◼ 農業振興地域
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⑥想定スケジュール 

 
  

短短期期 中中期期 長長期期

2023年度
（令和5年度）

2030年度
（令和12年度）

2035年度
（令和17年度）

2036年度～
（令和18年度～）

民民間間事事業業者者やや関関係係者者ととのの
対対話話にによよるる構構想想のの整整理理

必必要要なな規規制制緩緩和和等等のの
整整理理とと対対応応策策のの検検討討

調調査査 計計画画
事事業業方方式式にに応応じじたた
事事業業者者選選定定・・契契約約等等

規規制制緩緩和和等等のの手手続続

整整備備
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ププロロジジェェククトト 

6 
（（仮仮称称））ううるるまま ICのの整整備備推推進進及及びび 

新新たたなな産産業業誘誘致致のの検検討討 
プロジェクト 6「（仮称）うるま ICの整備推進及び新たな産業誘致の検討」 
◼ 基本方針との対応  ◼ 位置図 

（（１１））域域内内外外のの人人がが

集集うう賑賑わわいい交交流流 
空空間間のの形形成成 

 
（（２２））新新ししいい時時代代にに

ママッッチチししたた産産業業のの 
振振興興やや創創出出 

 

（（３３））住住みみ続続けけたたいい

とと思思ええるる居居住住環環境境とと

産産業業振振興興がが調調和和すするる

ままちちづづくくりり 

 

 
出所：国土地理院地図（淡色地図）を加

工して作成 

      

◼ 取組期間  

短短期期 
概ね 2030年度までの 

完了を目指す 
 

中中期期 
概ね 2035年度までの 

完了を目指す 
 

長長期期 
2036年度以降の 
完了を目指す 

 

      

◼ 担当課・関係課  

担当課 産業政策課、都市政策課 
 

関係課 企画政策課、プロジェクト推進 2課、農林水産政策課 

   
 

位置関係 

 
出所：うるま市「うるま市総合交通戦略」 

  

（（仮仮称称））ううるるままIC
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①背景及び課題 
石川地域や市内へのアクセス性向上や、隣接する沖縄市に立地する沖縄北 ICの混

雑緩和に向けて、市は「（仮称）うるま IC」の追加設置を関係機関に働きかけてい
ます。IC の追加設置により予定地周辺のアクセス性が飛躍的に向上すると見込まれ

ることから、地域の経済活性化につなげるため、予定地周辺の産業用地等としての

活用を見据えた検討を並行して進めることが重要です。なお、予定地には駐留軍用

地の返還跡地が近接しており、長年跡地利用が期待されているものの実現に至って

いないことを踏まえ、当該跡地の利用を含む検討が求められています。 
 
②対象地・対象施設の概要 

所在地 石川楚南 
法規制等 • 都市計画区域（用途未指定） 

• 特定用途制限地域（農業保全地区、景観保全地区、集落環境保全
地区） 
• 農業振興地域（うち農用地区域を多く含む） 
• 地域森林計画対象民有林（大部分） 

 
対象地周辺の法規制等 

 
  

◼ 都市計画図
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出所：沖縄県地図情報システム 
 

 
出所：沖縄県地図情報システム 

  

◼ 農業振興地域

◼ 森林関係
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③関連する主な既存計画・調査等 
計画・調査等名称 策定・実施年度 

第 2次うるま市都市計画マスタープラン 令和 4年度 
うるま市総合交通戦略 令和元年度 

 
④プロジェクトの方向性  
「（仮称）うるま IC」の実現に向けては、関係機関への働きかけを継続すること

が必要です。 
また、当該エリア一帯には優良な農地が広がっており、農業振興地域に指定され

ていることから、予定地周辺の土地利用の転換に向けては様々な関係者との調整や

規制緩和等が必要となることが想定されます。しかしながら、IC の追加設置を地域

の経済活性化につなげる観点から長期的な視点で実現に向けて取り組みます。 
 

⑤公民連携の方針 
様々な障壁を乗り越えて土地利用の転換を図るうえでは、民間主体の需要が前提

となります。そのため、長期的な取組となるものの、現時点から継続的に土地利用

の当事者となり得る民間主体との対話を行い、当該エリアのポテンシャルや土地利

用の方向性を検討します。 
 
⑥想定スケジュール 

  

短短期期 中中期期 長長期期

2023年度
（令和5年度）

2030年度
（令和12年度）

2035年度
（令和17年度）

2036年度～
（令和18年度～）

関関係係機機関関にに対対すするる
新新IC整整備備のの働働ききかかけけ

民民間間事事業業者者やや関関係係者者ととのの
対対話話にによよるる構構想想のの整整理理

新新ICのの整整備備
（（関関係係機機関関））

計計画画
事事業業方方式式にに応応じじたた
事事業業者者選選定定・・契契約約等等

整整備備調調査査

必必要要なな規規制制緩緩和和等等のの
整整理理とと対対応応策策のの検検討討

規規制制緩緩和和等等のの手手続続
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ププロロジジェェククトト 

7 東東恩恩納納周周辺辺のの新新たたなな土土地地利利用用 

プロジェクト 7「東恩納周辺の新たな土地利用」 
◼ 基本方針との対応  ◼ 位置図 

（（１１））域域内内外外のの人人がが

集集うう賑賑わわいい交交流流 
空空間間のの形形成成 

 
（（２２））新新ししいい時時代代にに

ママッッチチししたた産産業業のの 
振振興興やや創創出出 

 

（（３３））住住みみ続続けけたたいい

とと思思ええるる居居住住環環境境とと

産産業業振振興興がが調調和和すするる

ままちちづづくくりり 

 

 
出所：国土地理院地図（淡色地図）を加

工して作成 

      

◼ 取組期間  

短短期期 
概ね 2030年度までの 

完了を目指す 
 

中中期期 
概ね 2035年度までの 

完了を目指す 
 

長長期期 
2036年度以降の 
完了を目指す 

 

      

◼ 担当課・関係課  

担当課 都市政策課 
 

関係課 
企画政策課、プロジェクト推進 1課、教育施設課、 
産業政策課、農林水産政策課 

   
 

位置関係 

  
  

利利活活用用
想想定定エエリリアア
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①背景及び課題 
東恩納地区に位置する対象地は、大部分が農地ですが、岩盤質の傾斜地であるこ

とからこれまで土地改良事業は実施されてこなかった経緯があります。また、遊休

農地の増加や散発的な新築住宅の建設等による袋地の発生が懸念されます。 
なお、過去に土地区画整理事業の調査を実施したものの、減歩率等の問題により

地権者の合意が得られず、市としての土地区画整理事業への取組は難しいと判断し

た経緯があります。 
 
②対象地・対象施設の概要 

所在地 石川東恩納 
アクセス 那覇空港から沖縄自動車道経由で約 50分 

石川 ICから車で約 10分 
法規制等 • 大部分は用途未指定（一部、第一種低層住居専用地域） 

• 特定用途制限地域（集落環境保全地区） 
• 農業振興地域（うち農用地区域を多く含む） 
• 地域森林計画対象民有林（一部） 
• 埋蔵文化財包蔵地（一部） 

 

対象地周辺の法規制等 

 
  

◼ 都市計画図
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出所：沖縄県地図情報システム 

 

 
出所：沖縄県地図情報システム 

  

◼ 農業振興地域

◼ 森林関係
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出所：沖縄県地図情報システム 

 
③関連する主な既存計画・調査等 

計画・調査等名称 策定・実施年度 
うるま市産業基盤整備計画基本計画 令和元年度 

 
④プロジェクトの方向性  

IC からの距離や既成市街地の状況から工場や物流拠点、商業施設の誘致は考えに

くいエリアである一方、当該エリアで散発的な新築住宅の建設がみられることや石

川地域が人口増加を続けていることから、宅地開発に対する一定の需要が期待され

るエリアであると考えられます。これらを踏まえ、今後は、土地区画整理事業等の

宅地開発や当該エリアに適した新たな産業誘致の可能性について検討し、市として

の取組や方針を決定します。 
また、市は当該地区に新たな給食センターの整備を検討しており、令和 8 年 4 月

の供用開始を予定しています。当該事業により下水道や市道等のインフラ整備が行

われることから、これを契機として、地権者の意向を踏まえ、当該地区の住宅地や

産業用地としての土地利用を再度検討します。 
 
⑤公民連携の方針 
大規模な土地利用に関する実績やノウハウを有する民間事業者を中心に対話を行

い、望ましい土地利用のあり方やそれを実現するための手法等について意見を聴取

しながら、市としての取組や関与の方針を検討します。 
  

◼ 文化財保護関係

83



 

84 
 

⑥想定スケジュール 

 
  

短短期期 中中期期 長長期期

2023年度
（令和5年度）

2030年度
（令和12年度）

2035年度
（令和17年度）

2036年度～
（令和18年度～）

民民間間事事業業者者やや関関係係者者ととのの
対対話話にによよるる構構想想のの整整理理

事事業業方方式式やや
市市のの役役割割
のの検検討討

整整備備

事事業業方方式式やや市市のの役役割割にに応応じじたた手手続続等等
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５．プロジェクトの推進による石川地域の将来イメージ 
（１）短期（～2030年度） 
概ね 2030 年度までの完了を目指す短期的取組では、プロジェクト 1「石川 IC 周辺

の交流拠点形成～（仮称）ブルファイトパーク～」を推進し、周辺都市からの来訪・

立ち寄りのきっかけとなる、市のゲートウェイとして、市全体への送客、経済波及効

果の起点を担う役割を果たす拠点を形成します。 
また、プロジェクト 2「石川庁舎周辺の利活用推進」に取り組み、周辺都市から石

川地域に訪れる人の目的地となる魅力ある賑わいの拠点を形成します。 
これらのプロジェクトの推進により、周辺都市から石川地域への人流を創出し、既

成市街地への波及効果を含め、地域の経済活性化につなげることを目指します。 
 
（２）中期（～2035年度） 
概ね 2035 年度までの完了を目指す中期的取組では、プロジェクト 3「石川市民の森

公園のリニューアル」を推進し、石川 IC周辺や石川庁舎周辺に続く、市民や来訪者の
憩いや賑わいの拠点を形成します。これにより、石川地域への来訪者の増加、更には

地域内での周遊促進や滞在時間の延長を図ることで、経済活性化につなげることを目

指します。 
また、プロジェクト 4「「子育て・福祉」複合施設の整備」を推進し、地域の生活

利便性の向上を図ることで、賑わいや交流を支える担い手である地域住民にとっても

魅力あるまちづくりを推進し、地域の経済活性化による好循環を持続可能なものとす

ることを目指します。 
 
（３）長期（2036年度～） 

2036 年度以降も継続的な取組が必要と考えられる長期的取組としては、プロジェク
ト 5「国道 329 号沿道の新たな土地利用」、プロジェクト 6「（仮称）うるま ICの整
備推進及び新たな産業誘致の検討」及びプロジェクト 7「東恩納周辺の新たな土地利
用」といった、事業規模や対象範囲が大きく、関係者との調整やプロジェクトの実現

に向けて解決すべき課題が多いプロジェクトが挙げられます。 
これらのプロジェクトは完了まで長期間を要することが想定されますが、地域のま

ちづくりに及ぼす好影響も大きくなることが期待されます。石川地域の将来像の実現

に必要な取組を現在から着実に積み上げていき、将来にわたる石川地域の発展や魅力

向上につなげることを目指します。 
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石川地域の将来イメージ図 

 

 

  

【凡例】短期的取組（概ね2030年度までの完了を目指す）：

中期的取組（概ね2035年度までの完了を目指す）：

長期的取組（2036年度以降の完了を目指す）：

プロジェクト 連携軸

プロジェクト 連携軸

プロジェクト 連携軸

1

2

ププロロジジェェククトト

1 石川IC周辺の交流拠点形成
～（仮称）ブルファイトパーク～

2 石川庁舎周辺の利活用推進

短短期期

【【ププロロジジェェククトト1】】
周周辺辺都都市市ののゲゲーートトウウェェイイととししてて、、
石石川川IC周周辺辺ににおおいいてて交交流流拠拠点点をを形形
成成しし、、石石川川地地域域へへのの立立ちち寄寄りりのの
ききっっかかけけをを生生みみ出出すすここととでで、、周周辺辺
都都市市かからら石石川川地地域域へへのの人人流流をを創創出出

【【ププロロジジェェククトト2】】
石石川川庁庁舎舎周周辺辺のの利利活活用用をを進進めめ、、集集客客、、
宿宿泊泊等等のの機機能能集集積積をを図図るるここととでで、、石石川川
地地域域内内にに来来訪訪のの目目的的ととななるる新新たたなな魅魅力力
ああるるエエリリアアをを形形成成

石石川川地地域域にに2つつのの交交流流拠拠点点、、集集客客拠拠点点
がが形形成成さされれるるここととにによよりり、、拠拠点点間間のの
人人流流がが創創出出さされれ、、更更にに周周辺辺のの既既成成市市
街街地地へへのの周周遊遊促促進進ににもも寄寄与与

1

2

中中期期

ププロロジジェェククトト

1 石川IC周辺の交流拠点形成
～（仮称）ブルファイトパーク～

2 石川庁舎周辺の利活用推進

3 石川市民の森公園のリニューアル

4 「子育て・福祉」複合施設の整備

3

4

【【ププロロジジェェククトト3】】
石石川川市市民民のの森森公公園園のの利利活活用用をを進進めめ、、石石川川岳岳やや
沖沖縄縄県県営営石石川川青青少少年年のの家家とと一一体体的的にに「「山山のの魅魅
力力」」をを発発信信すするるエエリリアアをを形形成成しし、、観観光光客客もも含含
めめ地地域域住住民民やや市市民民・・県県民民のの憩憩いいやや賑賑わわいいのの場場
ととししててのの拠拠点点化化をを図図りり、、【【ププロロジジェェククトト1】】
石石川川IC周周辺辺及及びび【【ププロロジジェェククトト2】】石石川川庁庁舎舎
周周辺辺ととととももにに賑賑わわいいののトトラライイアアンンググルルをを形形成成

【【ププロロジジェェククトト4】】
県県営営石石川川団団地地隣隣接接地地にに「「子子育育てて・・福福
祉祉」」複複合合施施設設をを整整備備しし、、ああわわせせてて行行政政
窓窓口口機機能能をを集集約約すするるここととでで、、地地域域住住民民
のの生生活活支支援援及及びび行行政政ササーービビススのの拠拠点点をを
形形成成
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出所：国土地理院地図（写真）及びうるま市所有の航空写真を加工して作成 

  

1

2

長長期期

3

4
7

6

ププロロジジェェククトト

1 石川IC周辺の交流拠点形成
～（仮称）ブルファイトパーク～

2 石川庁舎周辺の利活用推進

3 石川市民の森公園のリニューアル

4 「子育て・福祉」複合施設の整備

5 国道329号沿道の新たな土地利用

6 （仮称）うるまICの整備推進及び
新たな産業誘致の検討

7 東恩納周辺の新たな土地利用

【【ププロロジジェェククトト5・・6・・7】】
【【ププロロジジェェククトト5】】国国道道329号号沿沿道道、、
【【ププロロジジェェククトト6】】（（仮仮称称））ううるるままIC
周周辺辺、、【【ププロロジジェェククトト7】】東東恩恩納納周周辺辺
等等ののままととままっったた規規模模のの土土地地利利用用（（新新
たたなな産産業業誘誘致致、、民民間間にによよるる住住宅宅開開発発
のの促促進進等等））をを推推進進しし、、将将来来ににわわたたるる
ままちちのの発発展展、、魅魅力力向向上上をを実実現現

各各ププロロジジェェククトト間間のの連連携携をを促促進進
しし、、相相乗乗効効果果をを創創出出すするるたためめ、、
地地域域全全域域をを対対象象ととししてて公公共共交交通通
のの充充実実をを継継続続的的にに推推進進5

新新たたなな産産業業用用地地
のの検検討討

既既成成
市市街街地地のの
活活性性化化
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第５章 リーディングプロジェクト 

１．リーディングプロジェクトについて 
（１）位置づけ 
第 4 章で整理した 7 つのプロジェクトは、いずれも石川地域の将来像の実現に向け

たまちづくりを進めていくうえで重要なプロジェクトです。その一方で、これらのプ

ロジェクト間では、現時点における検討状況、今後解消しなければならない課題、プ

ロジェクトの規模や完了までに必要となる期間等の諸条件が大きく異なっています。

市の財源や人的資源に限りがある中、これらのプロジェクトすべてを同時並行で推進

していくことは困難であるため、地域の将来像の実現に資すると考えられる順序でま

ちづくりを推進していくための優先順位の整理が重要となります。 
そこで、7 つのプロジェクトの中でも、特に注力して推進していくべきと考えられ

るプロジェクトを「リーディングプロジェクト」に設定し、本計画内でプロジェクト

の推進に向けた追加の検討を行うとともに、計画策定以降も強力に推進していくプロ

ジェクトとして位置づけることとします。 
 

施策体系におけるリーディングプロジェクトの位置づけ 

 
 
（２）選定基準 
①具体性 
プロジェクトの方向性や解決すべき課題等が一定程度具体的となっており、実現

可能性が認められるもの 
 

②公民連携の可能性 
本計画の主眼が「公民連携による地域の経済活性化」にあることを踏まえ、民間

事業者や団体等の民間主体と連携した事業実施や、地域への投資が期待されるもの 
 

③将来像の実現への寄与 
各プロジェクトの中でも特に地域の将来像の実現に寄与するもの 

  

地地域域のの将将来来像像

基基本本方方針針（（１１））

基基本本方方針針（（３３））

基基本本方方針針（（２２））

ププロロジジェェククトト11

ププロロジジェェククトト44

ププロロジジェェククトト22

ププロロジジェェククトト55

ププロロジジェェククトト33

・
・
・

特特にに注注力力ししてて
推推進進すするるププロロジジェェククトトをを
リリーーデディィンンググププロロジジェェククトト

ととししてて位位置置づづけけ
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（３）選定結果 
各選定基準を踏まえ、総合的に勘案した結果、プロジェクト 1「石川 IC 周辺の交流

拠点形成～（仮称）ブルファイトパーク～」、プロジェクト 2「石川庁舎周辺の利活
用推進」及びプロジェクト 5「国道 329 号沿道の新たな土地利用」をリーディングプ
ロジェクトに位置づけます。 

 
①プロジェクト 1「石川 IC周辺の交流拠点形成～（仮称）ブルファイトパーク～」 

具体性 
これまでに関連する調査や計画の策定が行われプロジェクト

の推進に必要な情報の把握が進んでいることから、一定の具

体性が認められます。 

公民連携の 
可能性 

道路管理者等の整備運営主体との連携が必要となるほか、石

川多目的ドーム等の既存施設の集積もあり、ハード・ソフト

両面で多様な民間主体との公民連携が期待されます。 

将来像の実現 
への寄与 

石川地域の将来像である「中南部と北部をつなぐゲートウェ

イとして多くの人が訪れ暮らす賑わいのあるまち」を実現す

るうえでは、石川 IC周辺に来訪や立ち寄りの動機となる機能
を整備することが有効と考えられることから、将来像の実現

に大きく寄与するプロジェクトとなることが期待されます。 
 
②プロジェクト 2「石川庁舎周辺の利活用推進」 

具体性 
令和元年度策定の「うるま市産業基盤整備計画基本計画」に

おいて、うるま市としての方向性や整備方針を整理している

ため、一定の具体性が認められます。 

公民連携の 
可能性 

庁舎、体育館、野球場、公園、ビーチ、ふ頭等のアセットが

集積したエリアであるため、利活用の推進に向けては多様な

民間事業者との公民連携が想定されることに加え、隣接する

市街地の関係者等との連携も重要となることが想定されま

す。 

将来像の実現 
への寄与 

プロジェクト 1「石川 IC周辺の交流拠点形成」と連動して推
進することにより、地域への人流や既成市街地への波及効果

等が創出され、将来像の実現に大きく寄与するプロジェクト

となることが期待されます。 
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③プロジェクト 5「国道 329号沿道の新たな土地利用」 

具体性 
これまでに具体的な調査や検討等は行われておらず、現状は

農地であるため実現に向けて様々な課題を乗り越える必要が

あります。 

公民連携の 
可能性 

大規模な土地であり産業用地としての土地利用を図るうえで

は事業者、団体、学術・研究機関等の多様な民間主体との連

携が必要となることから、公民連携事業として推進する重要

性は大きいと考えられます。 

将来像の実現 
への寄与 

長期的な取組が求められる一方で、プロジェクトが完了した

際には、うるま市のみならず沖縄県内の一大産業集積地とな

り、雇用創出や所得向上等の面で地域の経済活性化に大きく

寄与することが期待されます。 
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２．リーディングプロジェクトの推進に向けた検討 
（１）プロジェクト 1「石川 IC周辺の交流拠点形成 

～（仮称）ブルファイトパーク～」 
①サウンディング調査で把握された民間事業者の意向 
石川 IC周辺に道の駅等の集客機能や交通結節機能を整備することを市の初期案と

して示したうえで、民間事業者に実現可能性や参画意欲等について聞き取りを行い

ました。 
その結果、西海岸エリアや沖縄本島北部に訪れる観光客等を取り込む狙いについ

ては概ね賛同を得られました。 
集客のポテンシャルについては、周辺に休憩等で立ち寄れる施設が少ないため前

向きとの意見もある一方で、「那覇方面から沖縄自動車道を利用する場合、石川 IC
までの所要時間は 1 時間未満となるため、休憩や立ち寄りの需要が見込みにく
い。」、「うるま市ならではの魅力や有名な建築家の起用など目的地性の高い施設

を目指す必要がある。」、「周辺の PA や道の駅との競合を懸念する」といった意

見もありました。ただし、「沖縄自動車道と一般道から直接乗り入れ可能な施設の

場合は集客力が期待できる。」との意見もありました。 
石川多目的ドームが隣接することや石川地域の特色を生かす観点から、「闘牛」

を交流拠点のコンセプトにすることについては、現状は年配層向けのコンテンツで

あることや、近年の動物愛護に対する意識の高まり等を踏まえると、幅広い層に訴

求するコンセプトにはなりにくいとの意見がありました。 
 

事業者サウンディングの主な意見 
項目 主な意見 

推進の方向性 

• 那覇から中部エリアへの道中に、立ち寄れる飲食施設等がないため、
実現すれば利用者のニーズはあると思う 
• 近くに SAや道の駅等があるため、それらと競合することになる。沖
縄自動車道との直結が実現できれば需要は見込めると思う 
• 道の駅やファーマーズマーケットのような施設を整備することが適し
ている。近隣の道の駅等も盛況であり、需要は見込めると思う 
• 単に沖縄自動車道利用者が立ち寄れる施設をつくっただけでは、観光
客も地元住民も十分に集まらないと思う。沖縄、うるま市ならではの

要素を取り入れる必要がある 
• 商業施設を誘致するうえでは視認性が重要である 

「闘牛」をコンセ

プトとすることに

ついて 

• 闘牛を前面に出すことはあり得ると思う 
• 闘牛の拠点である石川多目的ドームには利活用の可能性を感じた 
• 県民にとっても闘牛は年配の方向けのコンテンツであり、若い世代に
はあまりなじみがないという印象がある 

• 県民にとっても、存在は知っているが観に行くほどではないという印
象。拠点があれば、立ち寄ったついでに観ることは考えられる 

• 動物愛護の観点から、インバウンド向けのコンテンツにはしにくい 
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②参考事例 
ア 赤山歴史自然公園（愛称：イイナパーク川口）（埼玉県川口市）9 

対象地周辺は、川口市立グリーンセンターや川口緑化センター等の観光・集

客拠点があり、首都高や東京外郭環状道路等の交通インフラの面においても高

い利便性を有していました。また、川口 PA は、東北方面から首都圏への玄関

口に位置し、多くの方に利用されていました。こうした立地環境を背景として、

広域的な集客を確保する観点から、川口市は公園と川口 PA を連結し一体的に

整備を行う地域拠点整備事業について首都高等の関係機関との協議を進め、平

成 24年に都市計画決定が行われたことを踏まえ、首都高速道路（株）と協力し
て整備を推進することとしました。 
川口市が整備するイイナパーク川口と首都高が管理運営する川ロ PA を連結

したハイウェイオアシス10として一体的に整備し、平成 30 年 4 月に一部開園、
令和 4 年 4 月に全体開園しました。これにより、利用者は一般道からだけでな
く首都高からも公園へ直接アクセス可能となり、首都高を下りずに公園や地域

を散策することができるようになりました。また、従来の川口 PA の約 2 倍の
駐車台数を確保し、公園利用者と首都高利用者がともに利用可能となる施設と

なりました。 
公園内には歴史自然資料館や地域物産館といった公共施設が整備されたほか、

PA側には休憩所やトイレ、集会室、食堂、カフェ、売店に加え、関東最大級の
全天候型あそび場「ASOBooN（アソブーン）」が開業し、多くの人で賑わっ
ています。 

 

位置図及び園内マップ 

 
出所：川口市資料  

 
9 公開情報（川口市ホームページ及び資料、川口市及び首都高速道路（株）プレスリリース資料）を基に
事例を整理した。 
10 高速道路の休憩施設と都市公園等を一体的に整備し、高速道路の利用者に潤いのあるスペースを提供す
るとともに、都市公園等との利用増進を図る施設（川口市及び首都高速道路（株）プレスリリース資料よ

り）。 
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施設写真 

 
出所：川口市ホームページ 
  

◼ 川口ハイウェイオアシス外観 ◼ 全天候型あそび場「ASOBooN（アソブーン）」

◼ 歴史自然資料館 ◼ 地域物産館
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③推進の方向性 
交流拠点における集客力を高めるためには、イイナパーク川口におけるハイウェ

イオアシスのように、一般道からだけでなく沖縄自動車道からも直接乗り入れでき

る施設を目指します。この実現可能性や課題等を把握するため、今後の計画検討に

おいて道路管理者等の関係主体と協議・調整を進めます。 
また、多くの人が立ち寄る施設とするためには、この場所ならではの魅力を持つ

目的地性の高い拠点の形成を図る必要があり、拠点全体のコンセプトや導入機能に

ついては特に民間事業者のノウハウの活用が期待される部分と考えられます。その

ため、事業実施にあたっては、沖縄自動車道からの乗り入れに関する調整状況等に

応じて適切な公民連携手法を採用し、拠点の整備や運営に民間活力の導入を図りま

す。 
交通結節機能については、来訪者の利用見込みや交通事業者の需要について調査

するとともに、市内の他地域における交通結節機能の導入状況等を考慮しながら、

必要性や機能、規模等を引き続き検討します。 
本地域において、「闘牛のまち」を PR することにより、うるま市の認知度向上

及び来訪者の増加促進につなげ、闘牛文化の継承と観光・商工業の活性化を図りま

す。闘牛大会時には石川多目的ドーム駐車場の収容能力不足により、近隣道路で路

上駐車が発生していることから、新たな動線を確保するための構内道路及び駐車場

の増築等を検討します。 
なお、石川地域活性化センター舞天館が担っているインキュベート施設の機能に

ついては、本エリアの方針によっては、観光機能等への転換を検討します。 
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④経済波及効果の試算 
ア 前提条件の設定 

道の駅等の集客施設の整備を想定します。来訪者数は、周辺の類似施設を参

考に年間約 85 万人と設定します。それに伴い、年間の消費額は飲食施設で約
5.1億円、物販施設で約 5.1億円、総消費額は約 10.2億円と算出されます。 

 
前提条件の設定 

項目 単位 規模・数量 備考 
来訪者数 万人/年 85 

類似施設を参考11 

利用率 ％ 100 
売上単価 円/人 1,200 
売上比率   
┗飲食施設 % 50 
┗物販施設 % 50 

 
総消費額 

項目 単位 規模・数量 備考 
飲食施設 百万円/年 510  
物販施設 百万円/年 510  
総消費額 百万円/年 1,020 ⇒産業連関表各部門へ振分け12 

  

 
11 来訪者数はレジカウントベースの数値であるため、利用率は 100%と設定した。 
12 沖縄県観光商工部「平成 22 年度観光統計実態調査（観光消費による経済波及効果の推計）報告書」を 
参考に、産業連関表各部門の構成比を設定した。 
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イ 試算結果13 
試算の結果、経済波及効果は約 13.1 億円、雇用効果は 180 人、誘発税収額は

約 1.8億円と推計されました。 
 

経済波及効果の推計14 
指標 単位 金額・数量 説明 

総総消消費費額額  百万円 11,,002200  新たに発生する消費額の総額 
1.直接効果 百万円 808 総消費額から県外流出分を除いた

金額 
2.間接効果 百万円 498 間接 1次波及効果と間接 2次波及

効果の総額 
経経済済波波及及効効果果（（11++22））  百万円 11,,330066  直接効果と間接効果の総額 
3.粗付加価値誘発額 百万円 701 直接効果、間接効果に含まれる粗

付加価値の総額 
4.雇用者所得誘発額 百万円 341 粗付加価値誘発額に含まれる雇用

者所得の金額 
55..雇雇用用効効果果（（就就業業者者全全体体））  人 118800  経済波及効果によって増加する雇

用者所得で賄える新規の雇用者数 
66..誘誘発発税税収収額額  百万円 118844  経済波及効果によって誘発される

税収額 
 
ウ 試算結果から得られた示唆 

総消費額や経済波及効果の一層の拡大を図るためには、対象地の立地を生か

し、沖縄自動車道の利用者が立ち寄りやすい施設とすることが重要です。その

ため、ハイウェイオアシスのような高速道路からの直結の実現に向けて道路管

理者等の関係主体との連携・調整を図り、より多くの利用者数の確保を目指し

ます。 
また、本プロジェクトの経済効果をより向上させるためには、多くの利用者

数を確保することはもちろん、利用者の消費を促進し、売上単価の向上を図る

必要があります。売上単価の向上に向けては、闘牛等のうるま市ならではのコ

ンテンツを利活用し、単なる移動途中の立ち寄りだけでなく、魅力ある施設の

利用を目的に多くの人が訪れる「目的地性の高い拠点形成」を目指すため、民

間事業者のノウハウの活用が必要と考えられます。 
 

 
13 本試算では定常期における事業単年度の経済波及効果を推計しており、施設整備に伴う消費、来訪者の
交通利用に伴う消費は、総消費額の算出対象外としている。 
14 「平成 27年沖縄県産業連関表（35部門表）」を用いて、経済波及効果を試算した。 
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（２）プロジェクト 2「石川庁舎周辺の利活用推進」 
①サウンディング調査で把握された民間事業者の意向 
令和元年度策定の「うるま市産業基盤整備計画基本計画」で整理した滞在型の観

光空間の創出や交流人口拡大を増進する産業の集積を図る方向性や、整備にあたっ

てのコンセプトやターゲット、ゾーニング等を示したうえで、当該計画の内容に対

する意見、利活用の方向性や当該エリアのポテンシャル、既存施設の改修や更地化

等のハード面の方向性、参画意向等について聞き取りを行いました。 
既存計画で整理した方向性に対する意見では、「コンセプトやターゲットが漠然

としている。」、「西海岸のリゾートエリアとの差別化が図られておらず競争力に

懸念がある。」、「この内容では参画がイメージできない。」といった厳しい意見

が多くありました。 
利活用の方向性やハード面の方向性については、調査先の民間事業者によって

様々な意向が示されました。一例を挙げると、更地化を前提としたものとしては、

デベロッパー等の関与によるエリア一体での開発、物流倉庫の整備、マンションの

開発といったアイデアが示されました。必ずしも更地化を前提としないものとして

は、温浴施設、漁港をコンセプトとした観光集客施設、観光系の大学や専門学校等

の誘致、シェアオフィスや R&D 拠点としての利活用、公園を活用したグランピン

グ施設、マリーナの整備といったアイデアが示されました。特に石川庁舎について

は、外観に趣があり改修による利活用の可能性も感じるとの意見が複数挙がる一方、

特に水回りの修繕には課題があるとの指摘もありました。なお、当該エリアへのホ

テル誘致の可能性については厳しい見解が多く、可能性があるとの意見の事業者に

ついても、「まずは周辺の利活用を進める必要があり、賑わいを生み出したのちの

中長期的な取組になる。」との見解が示されました。その一方で、「デベロッパー

等の投資を呼び込むためにはホテルや商業施設を核とした賑わい創出の方向性が望

ましい。」との意見もありました。 
また、その他の課題や懸念としては、「石川 ICからは近いものの周辺道路からの

アクセスが分かりにくい。」、「近接する市街地の賑わい創出を先に取り組むべ

き。」、「市街地が近接しているためイベント開催を想定した場合の騒音問題が懸

念される。」、「体育館や野球場などのスポーツ施設は県内の他自治体でも充実し

ているため、地元住民以外の利用は見込みにくい。」といった意見がありました。 
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事業者サウンディングの主な意見 
項目 主な意見 

既存計画の方向性

に対する意見 

• リゾート寄りのコンセプトやテーマでは、他地域と差別化できない 
• コンセプトやターゲットが漠然としている。観光客へのアピールが弱
く、東海岸の立地も踏まえると、進出企業がいるのか懸念を持つ 
• リゾート化はこのビーチだと難しい。新コンセプトで進めるべき 
• リゾート地として開発するには行政が資本を投下しないと難しい 
• マリーナの整備は実現できると面白い 

利活用の方向性 

【更地化を前提とした意見】 
• 民間としては更地にして開発する方が取り組みやすい 
• 庁舎や体育館の築年数を踏まえると更地化が望ましい 
• 老朽化した施設は解体し、統一的なコンセプトで一帯をリニューアル
すべきだが、大手デベロッパーを巻き込まないと難しい 

• 住宅地に近接していることからマンションとしての用途を想定する
が、地域の主な住宅ニーズが戸建である場合は困難となる 

• 敷地が広く石川 ICに近いことは利点。物流倉庫等としての活用であ
れば需要はあるかもしれないが、地域貢献の点では微妙である 

【必ずしも更地化を前提としない意見】 
• 庁舎を温浴施設に改修し、公園やビーチはアウトドア等で利活用する
イメージ。運営は独立採算を目指すが、施設の躯体や基本的なイン

フラは市が負担していただくことが前提となる 
• 修繕・水回りは課題だが庁舎のノスタルジックなイメージは魅力的。 
• 漁港を生かした観光施設を軸に進めてはどうか 
• 横浜の倉庫街を参考としたクリエイター向けのレンタル・シェアオフ
ィスや、R&D拠点としての利活用がイメージできる 

• 施設構成から教育的な用途での利活用の可能性を感じた。大学の観光
学科等の誘致を検討してはどうか。アクセスに優れ、恩納村にも近

いため実地学習も可能。市街地に近く学生生活にも困らない 

ホテル事業 

• 近くに住宅街があるためリゾートホテルの可能性はないと思う 
• 周辺の開発が進めば、将来的なホテル整備はあり得ると思う 
• 公園や広場でイベントのみでの独立採算は困難。商業やホテルを付帯
させ、それらを核として賑わい形成を図るような案件にできれば、

デベロッパー・ゼネコンと連携した事業参画の余地は広がる 

その他懸念事項等 

• 石川 ICからのアプローチが分かりにくい場所という印象 
• 県道沿いの周辺市街地はかつて栄えていたが、今では活気が失われて
いる。まずは既成市街地の活性化について地域の方々を交えながら

考えていくことから始め、その賑わいづくりの一環で庁舎周辺の利

活用も検討していく流れが適切だと思う 
• 住宅地に近いためイベント時の騒音問題等を懸念する 
• 県内では多くの自治体でスポーツ施設が充実しているため、スポーツ
施設の利用者は地元住民をメインに考えざるを得ない 

• 野球場があるのでスポーツツーリズムを軸にすることも考えられなく
はないが、周辺の利活用と不整合になる点を懸念する 
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②参考事例 
ア 稲毛海浜公園（千葉県千葉市）15 

東京湾に面する稲毛海浜公園は、開園から 40年近くが経過し多くの施設で老
朽化が進んでいたことから、より多くの来園者が集い賑わう公園としてのリニ

ューアルが求められていました。そこで平成 29年に千葉市は、資金調達能力や
豊富な経営ノウハウ等の民間の強みを活かして施設の整備や改修、維持管理・

運営を一体的に行う「稲毛海浜公園施設リニューアル整備・運営事業」の提案

を募集しました。同事業では都市公園法に基づく設置管理許可制度又は指定管

理者制度による施設の整備・改修、維持管理・運営を想定し、事業者は事業区

域の設定や施設整備、既存施設の改修等を幅広く提案可能としています。 
この結果選定された事業者の提案内容に基づき、白い砂浜への改修、新バー

ベキュー場やグランピング施設、海へ延びるウッドデッキ、大人も楽しめるプ

ール等、次々とリニューアルが展開されました。これらの整備費は、グランピ

ング施設やバーベキュー場等の収益施設を民間事業者が、砂浜やトイレの改修、

ウッドデッキ、インフラ等の非収益施設を千葉市がそれぞれ負担することとな

っています。千葉市は同事業の効果として、公園の魅力向上、一体的な管理運

営によるサービスの向上のほか、既存施設の管理形態の変更や民間施設の設置

等による収入により 20年間で約 48億円の財政効果を見込んでいます。 
 

公園の主なリニューアル内容 

 
出所：千葉市ホームページ  

 
15 公開情報（千葉市ホームページ及び資料）を基に事例を整理した。 

◼ 白い砂浜への改修 ◼ 新バーベキュー場のオープン

◼ 海へ延びるウッドデッキの整備 ◼ 大人も楽しめるプールへのリニューアル
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イ 大磯港賑わい交流施設（愛称：OISO CONNECT）（神奈川県大磯町）16 
大磯町では、町の周遊型観光の拠点を形成し、人や情報の交流、賑わいの創

出、マチナカへの賑わいの拡大を図ることを目的として、大磯港賑わい交流施

設（OISO CONNECT）を整備しました。 
OISO CONNECT は、町が管理する賑わい創出施設と漁協が管理する漁業施

設の合築施設であり、町と漁協の連携が実現されています。また、賑わい交流

施設の管理運営にあたり、町は指定管理者制度を導入していますが、施設の設

計や整備に先立って指定管理者を指定し、運営者となる民間事業者の意見を施

設整備の段階から反映する「設計提案型指定管理者制度」を採用している点が

特徴的です。これにより指定管理者の要望を具現化することで、行政ではでき

ない質の高いサービスの提供を図りました。このスキームにより平成 29年度か
ら 30年度にかけて指定管理者を募集したところ、指定管理料がゼロ円という条
件でありながら、全国でも有数の人気の道の駅を運営する事業者が指定管理者

に指定されました。その後、指定管理者の意見を反映しながら設計・整備が行

われ、令和 3年 4月にオープンしました。 
賑わい創出施設には、町内でとれた農水産物や町内で加工、製造された加工

品を販売する物品販売エリアと、港の風景が楽しめるレストランが併設されて

います。コロナ禍の厳しい船出でしたが、来場者数や売上は比較的好調に推移

しており、今後は一層賑わいの創出に貢献することが期待されています。 
 

施設写真 

 
出所：国土交通省「官民連携推進講演会（令和 4年度）」における大磯町資料  

 
16 公開情報（大磯町ホームページ及び資料、国土交通省「官民連携推進講演会（令和 4 年度）」における
大磯町資料）を基に事例を整理した。 

101



 

102 
 

③推進の方向性 
既存計画に示された方向性に対して民間事業者から厳しい意見が多く聞かれた

ことから、既存計画における調査や情報整理の成果は活用しつつ、利活用の方向

性については見直しも含め幅広く検討していく必要があると考えられます。 
また、民間事業者からは庁舎等の既存施設の改修による利活用アイデアも挙が

ったものの、いずれも市の一定の財政負担を伴うと想定されます。そのため、改

修による利活用は除外し、更地化を前提として検討します。 
民間事業者から様々な意見が挙がった背景には、既存計画の内容をはじめ、市

が期待する内容や本プロジェクトを通じて実現したいことを明確に打ち出せてい

ないといった要因もあると考えられます。そのため、本計画で整理したとおり、

プロジェクト 1「石川 IC 周辺の交流拠点形成～（仮称）ブルファイトパーク～」
と連動した取組による石川地域への人流や既成市街地への波及効果の創出を目的

とし、目的の達成に寄与する複数の初期案を市側が整理のうえ、民間事業者との

対話を繰り返しながら市場性の伴う利活用の方向性に落とし込んでいくことが必

要と考えられます。 
そこで、次の 3案を市の初期案とし、今後の調査検討のベースとします。 

【案 1】 
複合的な 
レクリエーション 
拠点 

• 「うるま市産業基盤整備計画基本計画」を基にした案 
• 民間事業者からの厳しい意見を踏まえつつ、引き続き意見
交換を進め、実現可能な内容・条件への修正を図る 
• 宿泊機能の導入やふ頭エリアを含む一体的な利活用となる
点で、実現できればまちづくりへの貢献度は高い 

【案 2】 
アウトドア＋ 
観光物産施設 

• 民間事業者の「公園やビーチをアウトドアの用途で利活
用」「漁港を生かした観光施設」等の意見を参考に整理 
• 既存計画に対する「他地域と差別化できない」「コンセプ
ト・ターゲットが漠然としている」等の指摘を意識 
• 観光物産施設部分は他地域の事例を参考に、公民連携手法
を用いて市主導で整備運営することも視野に入れる 
• アウトドア利用は初期投資が抑えられるため民間事業者の
参画を促しやすいほか、市主導で整備する施設も簡易な構

造で整備することで、利活用の結果賑わいが創出された際

には、本格的な利活用への転換を図ることも比較的容易 

【案 3】 
若者の就労につな

がる学校等の誘致

＋ビジネス拠点 

• 民間事業者の「大学の観光学科等の誘致」「レンタル・シ
ェアオフィスや R&D拠点」等の意見を参考に整理 
• 西海岸等との競合を回避する観点から、観光・集客的な用
途以外でまちづくりの方向性に合致する案 
• 漁協の直売所や公園・ビーチとの連携により観光関連の学
習の実践の場として活用できるほか、アクセスの良さや西

海岸との近さから実習の機会も確保しやすい点が強み 
• 学術研究機関を誘致することで、それに関連したビジネス
機能も付帯的に誘致しやすい 
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④経済波及効果の試算 
【案 1】複合的なレクリエーション拠点 
案 1 については、令和元年度に策定した「うるま市産業基盤整備計画基本計画」

の中で、経済波及効果の試算を行っています。屋内レクリエーション施設、宿泊施

設、公園内施設（カフェ、グランピング、BBQ 等）、マリーナ施設の整備を想定し

ており、年間の直接消費額（総消費額）は約 30.4億円、経済波及効果は約 45.6億円
と試算17されています。 

 
年間来訪者数、直接消費額、経済波及効果の試算 

  

 
17 沖縄県観光商工部「平成 22 年度観光統計実態調査（観光消費による経済波及効果の推計）報告書」を
参考に誘発率 1.5（＝経済波及効果/直接消費額）と想定し、直接消費額に 1.5 を乗じて経済波及効果を試
算している。後述の案 2、案 3 とは算出方法が異なるため、試算結果の単純比較はできない点に留意が必
要である。 
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出所：うるま市「うるま市産業基盤整備計画基本計画」 
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【案 2】アウトドア＋観光物産施設 
ア 前提条件の設定 

グランピング施設、キャンプ場、BBQ 施設、観光物産施設の整備を想定し、

各施設について類似施設等を参考に来訪者数や売上単価等を設定します。それ

に伴い、年間の消費額は宿泊施設で約 0.6億円、飲食施設で約 4.6億円、物販施
設で約 0.7億円、総消費額は約 5.8億円と算出されます。 

 
前提条件の設定 

【グランピング施設】 
項目 単位 規模・数量 備考 

棟数 棟 8 類似施設を参考 
営業日数 日/年 365  
稼働率 % 50 類似施設の平均稼働率を参考 
延宿泊者数 人/年 1,460 棟数×営業日数×稼働率 
宿泊単価 円/棟 36,000 類似施設（2名 1室・2食付き）を参考 

 
【キャンプ場】 

項目 単位 規模・数量 備考 
区画数 棟 40 類似施設を参考 
営業日数 日/年 365  
稼働率 % 15  
延宿泊者数 人/年 2,190 区画数×営業日数×稼働率 
宿泊単価 円/区画 3,000 類似施設（1区画 1泊）を参考 

 
【BBQ施設】 

項目 単位 規模・数量 備考 
来訪者数 人/年 1,300,000 

うるま市産業基盤整備計画基本計画を参考 利用率 % 5 
売上単価 円/人 3,000 

 
【観光物産施設】 

項目 単位 規模・数量 備考 
来訪者数 人/年 1,300,000 

うるま市産業基盤整備計画基本計画を参考 

利用率   
┗飲食施設 ％ 20 
┗物販施設 ％ 10 
売上単価   
┗飲食施設 円/人 1,000 
┗物販施設 円/人 500 
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総消費額 
項目 単位 規模・数量 備考 

宿泊施設 百万円/年 59  
飲食施設 百万円/年 455  
物販施設 百万円/年 65  
総消費額 百万円/年 579 ⇒産業連関表各部門へ振分け18 

 
イ 試算結果19 

試算の結果、経済波及効果は約 9.0 億円、雇用効果は 123 人、誘発税収額は
約 1.2億円と推計されました。 

 
経済波及効果の推計20 

指標 単位 金額・数量 説明 
総総消消費費額額  百万円 557799  新たに発生する消費額の総額 
1.直接効果 百万円 553 総消費額から県外流出分を除いた

金額 
2.間接効果 百万円 345 間接 1次波及効果と間接 2次波及

効果の総額 
経経済済波波及及効効果果（（11++22））  百万円 889977  直接効果と間接効果の総額 
3.粗付加価値誘発額 百万円 472 直接効果、間接効果に含まれる粗

付加価値の総額 
4.雇用者所得誘発額 百万円 225 粗付加価値誘発額に含まれる雇用

者所得の金額 
55..雇雇用用効効果果（（就就業業者者全全体体））  人 112233  経済波及効果によって増加する雇

用者所得で賄える新規の雇用者数 
66..誘誘発発税税収収額額  百万円 112233  経済波及効果によって誘発される

税収額 
 
ウ 試算結果から得られた示唆 

昨今のアウトドアブームに伴い、沖縄県内でも同種・類似の施設が増加して

いると考えられます。競争の激化により試算結果ほどの消費額や経済波及効果

を得られないおそれも考えられることから、今後は競合となり得る施設の把

握・分析を進め、実現可能性や差別化戦略等を検討することが重要です。 
また、今回設定した前提条件では、飲食施設における消費額が最も大きくな

っていますが、対象地周辺の既成市街地においても飲食機能の集積がみられる

ことから、需要の取り合いになることがないよう関係者の意見等も踏まえなが

ら、機能の棲み分けを意識して詳細検討を進める必要があると考えられます。 
  

 
18 沖縄県観光商工部「平成 22 年度観光統計実態調査（観光消費による経済波及効果の推計）報告書」を 
参考に、産業連関表各部門の構成比を設定した。 
19 本試算では定常期における事業単年度の経済波及効果を推計しており、施設整備に伴う消費、来訪者の
交通利用に伴う消費は、総消費額の算出対象外としている。 
20 「平成 27年沖縄県産業連関表（35部門表）」を用いて、経済波及効果を試算した。 
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【案 3】若者の就労につながる学校等の誘致＋ビジネス拠点 
ア 前提条件の設定 

大学のサテライトキャンパスの整備を想定します。ビジネス拠点については、

ここではサテライトキャンパスと一体のものとして想定します。学生総数は、

類似施設を参考に 550人と設定します。それに伴い、年間の総消費額は約 7.0億
円と算出されます。 

 
前提条件の設定 

項目 単位 規模・数量 備考 
学生総数 人 550 

類似施設を参考 ┗うち入学者数 人 138 
学費 円/年 1,200,000 
入学金 円/年 300,000 

 
総消費額 

項目 単位 規模・数量 備考 
教育施設 百万円/年 701  
総消費額 百万円/年 701 ⇒産業連関表各部門へ振分け21 

  

 
21 「平成 27 年沖縄県産業連関表（35 部門表） 部門分類表」を参考に、産業連関表各部門の構成比を設
定した。 
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イ 試算結果22 
試算の結果、経済波及効果は約 10.5 億円、雇用効果は 85 人、誘発税収額は

約 1.3億円と推計されました。 
 

経済波及効果の推計23 
指標 単位 金額・数量 説明 

総総消消費費額額  百万円 770011  新たに発生する消費額の総額 
1.直接効果 百万円 639 総消費額から県外流出分を除いた

金額 
2.間接効果 百万円 415 間接 1次波及効果と間接 2次波及

効果の総額 
経経済済波波及及効効果果（（11++22））  百万円 11,,005533  直接効果と間接効果の総額 
3.粗付加価値誘発額 百万円 775 直接効果、間接効果に含まれる粗

付加価値の総額 
4.雇用者所得誘発額 百万円 575 粗付加価値誘発額に含まれる雇用

者所得の金額 
55..雇雇用用効効果果（（就就業業者者全全体体））  人 8855  経済波及効果によって増加する雇

用者所得で賄える新規の雇用者数 
66..誘誘発発税税収収額額  百万円 113311  経済波及効果によって誘発される

税収額 
 
ウ 試算結果から得られた示唆 

今回の試算では、一般的な大学のサテライトキャンパスや専門学校等の各種

数値を基に算定を行いましたが、今後はまちづくりの方向性や実現可能性等を

勘案しながら、誘致ターゲットの明確化を図り、必要に応じて、それに即した

諸条件を設定して経済波及効果を算定する必要があると考えられます。 
なお、大学等の誘致にあたっては、自治体側が費用負担や各種減免等のイン

センティブ方策を講じることも想定されるため、これらの諸費用が生じる可能

性を考慮のうえ意思決定を行う必要がある点に留意が必要です。 
 

 
22 本試算では定常期における事業単年度の経済波及効果を推計しており、施設整備に伴う消費、来訪者の
交通利用に伴う消費は、総消費額の算出対象外としている。 
23 「平成 27年沖縄県産業連関表（35部門表）」を用いて、経済波及効果を試算した。 
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（３）プロジェクト 5「国道 329号沿道の新たな土地利用」 
①サウンディング調査で把握された民間事業者の意向 
本プロジェクトは検討の初期段階であり具体的な計画等を示すことは困難なため、

対象エリアの立地等を示したうえで、産業用地等の新たな土地利用のポテンシャル

や方向性等について聞き取りを行いました。 
新たな土地利用のポテンシャルについては、石川 ICに近接している立地や、沖縄

県内で物流拠点等の産業用地が不足していることを背景として、前向きな意見が多

くありました。 
その他の意見としては、「中長期的な規制緩和等を進めつつ現況の農地を中心と

する規制の中でも実現可能性のある観光農園や農業加工体験施設等の集積を検討し

てはどうか。」、「沖縄本島北部の入口に位置することを生かしたやんばるの魅力

や沖縄の希少な動植物を展示する施設を整備してはどうか。」といった意見があり

ました。 
 

事業者サウンディングの主な意見 
項目 主な意見 

産業用地としての

利活用に係る意見 

• 県内にまとまった物流用地がないため、物流業者が注目する可能性が
ある 
• 産業用地としてのニーズは大きい。那覇市の企業から中部地域に拠点
を設けたいという話をよく耳にする。石川 ICからも近いので、企業
誘致の実現可能性は高いと思う 
• 海岸に近く工業関連企業もあるので、産業用地の立地として悪くはな
い 
• 市から県へ働きかけて、農振除外を積極的に進めていくべき 

その他の利活用に

係る意見 

• 工業団地よりも、教育・研究関連など中北部の人が集う場所としての
使い方の方が面白いと思う 

• まずは現状の農地のままでも実現可能な、観光農園や農業加工体験を
行う施設の整備から検討してはどうか 

• 県内では水族館が注目されるのに対して、全国的に有名な動物園はな
い。沖縄の希少植物や動物を扱う展示施設を整備できると面白い。

石川地域の立地を踏まえると、やんばるの入口として魅力を打ち出

していくことも可能と考える 
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②参考事例 
ア 常総アグリサイエンスバレー構想（茨城県常総市）24 

首都圏中央連絡自動車道（圏央道）常総 IC周辺に、高生産性の「農地エリア」
と、加工・流通・販売が連動する「都市エリア」を集積することで、生産（第

1次産業）、加工（第 2次産業）、流通・販売（第 3次産業）が一体となった地
域農業の核となる産業団地（6 次産業）を形成し、市の基幹産業である農業を
活性化するためのまちづくりを目指した事業です。 
農地エリア（約 14ha）と都市エリア（約 30.7ha）に分け、それぞれのエリ

ア特性にあった事業を展開する計画となっている点が特徴的です。農地エリア

では、水田から畑地への転換を図り、あわせて土地改良事業等により農地の集

約・大区画化を行うことで、トマトやイチゴなどの収益性の高い作物による大

規模施設園芸や観光農園の展開を図る計画となっています。一方、都市エリア

では、農地エリアを含む市内外の農産物の加工・流通を行う産業・物流系の企

業誘致を図るとともに、販売機能を担う道の駅・直売所等の整備を図る計画と

なっています。 

農地エリアでは畑地転換や集約・大区画化のための土地改良事業が、都市エ

リアでは業務代行方式による組合施行の土地区画整理事業が、それぞれ行われ

ています。 

 

事業イメージ図 

  
出所：常総市資料  

 
24 公開情報（常総市ホームページ及び資料）を基に事例を整理した。 
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イ 鶴岡サイエンスパーク（山形県鶴岡市）25 
地域の人口減少が続く中、次の時代を担う人材と魅力ある産業を育てる基盤

をつくるため、庄内地方の市町村と山形県による大学整備プロジェクトが進め

られ、平成 13年に慶應義塾大学先端生命科学研究所（先端研究所）が開設され
ました。また、この先端研究所の開設に先立ち、市北部の 21.5haをサイエンス
パークに位置づけ、世界レベルの科学技術開発拠点を目指すこととしました。 
鶴岡市、山形県、慶應義塾大学の三者は協定を結び、先端研究所の研究教育

活動の成果を踏まえた地域活性化を目指し、先端研究所を核とした研究教育活

動プロジェクトを現在に至るまで推進してきました。こうした取組が実を結び、

先端研究所の開設以降、研究成果を基にしたバイオベンチャー企業の誕生・拡

大や関連企業、研究機関、学術機関等の進出が進んだことで、鶴岡サイエンス

パークは徐々に拡大していき、現在では約 550 人が働く研究開発・産業エリア
に成長しました。21.5ha の事業用地はすべて開発目途が立ち、鶴岡市先端研究
産業支援センター（レンタルラボ）は満室状態となっています。 
近年では、平成 30年に開業した宿泊滞在施設「ショウナイホテルスイデンテ

ラス」や、同じく平成 30年にオープンした全天候型の子育て支援施設「キッズ
ドームソライ」等、一般の方も利用できる施設も生まれています。また、鶴岡

サイエンスパークが生み出す市内への経済波及効果は年間約 30億円と推計され
ていることからも、地域活性化に大きく貢献していることがうかがえます。 

 

鶴岡サイエンスパークの全景と拡大の流れ 

 
出所：復興庁「福島浜通り地域の国際教育研究拠点に関する有識者会議（第 12 回）」における鶴岡市

資料  

 
25 公開情報（山形県ホームページ、広報「つるおか」2019 年 8 月号、復興庁「福島浜通り地域の国際教
育研究拠点に関する有識者会議（第 12回）」における鶴岡市資料）を基に事例を整理した。 
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③推進の方向性 
民間事業者の意見からも、産業用地等への土地利用の転換のポテンシャルは高い

と考えられます。一方、土地利用の転換に向けては様々な関係者との調整や規制緩

和等が必要となり、土地の規模も大きいため、プロジェクトの完了までには長期間

を要することが想定されます。そのため、長期的なグランドデザインを描いたうえ

で、現在の事業環境等の中でも実現が可能な機能の導入から順次検討を進めていく

取組の方向性が考えられます。 
また、プロジェクトの完了が見込まれる時期には、社会経済の動向やうるま市及

び石川地域を取り巻く状況が現在と大きく変わっていることも想定されます。その

ため、継続して民間事業者との対話を図り、市場動向に対する認識を常にアップデ

ートし続けるとともに、他地域の事例にみられるような実証実験のフィールドとし

ての活用のように、時代に合わせてエリアのあり方を変化させる機能自体を土地利

用の中に組み込んでしまうことも効果的であると考えられます。このような方向性

でプロジェクトを推進することにより、将来にわたって企業や人材から選ばれ続け

る沖縄県の一大産業集積地の実現を目指して取組を推進します。 
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第６章 まちづくりの推進に向けて 

１．推進体制 
①庁内の推進体制 
各プロジェクトの担当課が進捗管理を担います。また、関係課間の円滑な連携を

図るため、必要に応じて関係課が参加する会議を開催するなどにより、定期的に取

組の情報共有や検討を行います。 
 
②公民連携の推進 
本計画に関連する取組を推進する際は、原則、公民連携による取組の可能性を検

討するとともに、取組の初期段階から積極的に民間事業者等との対話を行います。 
 
③地域住民や関係団体との協働 
本計画及び関連する取組の進捗状況等について、市の広報紙・ホームページ・SNS

等で定期的に発信し、地域住民の理解を得ながらまちづくりを進めます。 

また、地域の関係団体とも積極的に対話を行い、地域の現状や課題、必要な取組

等について常に最新の状況を反映するよう努めます。 
 
 
２．進捗管理・見直し 
本計画で位置づけたプロジェクトをはじめ関連する取組については、担当課を明確

にし、各担当課が進捗を管理するとともに、定期的に会議を開催するなどにより、庁

内の情報共有を図ります。 
本計画は内容や進捗状況の点検を行い、必要に応じて一部又は全部の見直しを行う

ことを想定します。 
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参考資料 

Ⅰ 地域住民アンケート結果 
 
第１章 調査概要 
１．調査の目的 
「うるま市石川地域まちづくり推進計画」の策定にあたり、これまでのまちづくり

施策に対する地域の皆様の意見をお聞きし、今後の石川地域のまちづくりの検討に活

用させていただくことを目的として実施したものです。 
 

２．調査対象及び調査方法など 

調査地域 うるま市石川地域 
調査対象 石川地域の 18歳以上 64歳以下の市民 1,000名 
抽出方法 住民基本台帳から無作為抽出 

調査方法 郵送による配布のうえ、①郵送による回収（無記名方式）

または②ウェブサイトによる回収（無記名方式） 
調査期間 令和 4年 8月 24日～9月 16日 
配布数 1,000通 
回収数 200通 
有効回収率 20.0％ 
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第２章 調査結果 
１．回答者の属性等 
（１）性別 
男性 38.5％、女性 58.5%の割合となっています。 

 
 
（２）年齢 

40～49 歳からの回答が 32.0％と最も多く、次に 50～59 歳が 21.5％、30～39 歳が
21.0％となっています。 

 
 
（３）居住地区 
 石川中学校校区が 55.0％、伊波中学校校区が 41.0％となっています。 

 
 
 
  

＜n=200＞

38.5% 58.5%

1.5%

1.5%

男性 女性 答えたくない 不明

Q1.性別

＜n=200＞

1.5% 12.0% 21.0% 32.0% 21.5% 10.5% 1.5%

２０歳未満 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０歳以上 不明

Q2.年齢

＜n=200＞

55.0% 41.0% 4.0%

石川中学校校区 伊波中学校校区 不明

Q3.居住地区

回答数：200 

回答数：200 

回答数：200 
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（４）職業・就業形態等 
会社員・団体職員が 38.0％と最も多く、次にパート・アルバイト・内職が 13.5％と

なっています。 

 
 
（５）うるま市での居住年数（通算年数） 

30年以上が 45.5％と最も多く、次に 10～19年が 17.5％となっています。 

 
 
（６）同居している世帯・家族の構成 
親と子（2世代）が 64.5％と最も多く、次に夫婦のみが 17.0%となっています。 

 
 
  

＜n=200＞

9.0% 38.0% 6.5%
1.5%

8.5% 13.5% 8.5%
3.5% 3.5%

4.5%
3.0%

自営業 会社員・団体職員 派遣社員・契約社員 会社や団体の役員・経営者

公務員・教員 パート・アルバイト・内職 専業主婦・専業主夫 学生

無職 その他 不明

Q4.職業・就業形態等

＜n=200＞

15.0% 8.0% 17.5% 13.0% 45.5% 1.0%

５年未満 ５～９年 １０～１９年 ２０～２９年 ３０年以上 不明

Q5.うるま市での居住年数（通算年数）

＜n=200＞

10.0% 17.0% 64.5% 3.5%
4.0%
1.0%

単身 夫婦のみ 親と子（２世代） 親と子と孫（３世代） その他 不明

Q6.同居している世帯・家族の構成

回答数：200 

回答数：200 

回答数：200 
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（７）同居している世帯・家族の中の１８歳未満のお子さんはいますか 
同居している世帯の中に 18歳未満のお子さんがいない方が 50.0％と最も多く、次に

小学生以上 18歳未満のお子さんのみと同居している方が 20.5％となっています。 

 
  

＜n=200＞

15.0% 20.5% 9.5% 50.0% 5.0%

いる（未就学のお子さんのみ） いる（小学生以上１８歳未満のお子さんのみ）

いる（未就学と小学生以上１８歳未満のお子さんどちらも） いない

不明

Q7.同居している世帯・家族の中に１８歳未満のお子さんはいますか

回答数：200 
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２．「住みやすさ」について 
（８）今後も石川地域に住みつづけたいと思いますか 
「当分は住みつづけたい」と回答した方が 38.0％と最も多く、次に「ずっと住みつ

づけたい」と回答した方が 35.5％となっています。 

 
 

（９）石川地域に住みつづけたいとお考えになった理由について（複数回答可） 
※上記（８）で「１ ずっと住みつづけたい」「２ 当分は住みつづけたい」を選ん

だ方のみ回答 
住みつづけたい理由としては、「買い物など日常生活が便利だから」が最も多く、

次に「通勤・通学に便利だから」、「今の住居に満足だから」との回答が多くなって

います。 

  
 
  

＜n=200＞

35.5% 38.0% 15.0% 7.0%
3.0%
1.5%

ずっと住みつづけたい 当分は住みつづけたい どちらともいえない

出来れば石川地域外に移りたい すぐにでも石川地域外に移りたい 不明

Q8.今後も石川地域に住みつづけたいと思いますか

＜n=147＞

73

72

89

13

3

3

29

6

1

54

6

1

0件 20件 40件 60件 80件 100件

通勤・通学に便利だから

今の住居に満足だから

買い物など日常生活が便利だから

子どもの教育や子育て環境がよいから

観光資源など楽しさや魅力が多いから

歴史・文化資源が充実しているから

自然環境がよいから

働く環境が整っているから

行政サービスが充実しているから

親戚・友人・知人が多いから

その他

不明

Q9.石川地域に住みつづけたいとお考えになった理由について

回答数：200 

回答数：147 
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（１０）石川地域外に移りたいとお考えになった理由について（複数回答可） 
※上記（８）で「４ 出来れば石川地域外に移りたい」「５ すぐにでも石川地域外

に移りたい」を選んだ方のみ回答 
地域外に移りたい理由としては、「通勤・通学に不便だから」、「働く環境が整っ

ていないから」、「その他」の回答が多くなっています。 

 
 
（１１）現在の就業・就学状況について 
石川地域で就業（就学）している方が 23.5％と最も多く、次に石川地域以外のうる

ま市内で就業（就学）している方が 21.0％となっています。 

 
 
  

＜n=20＞

6

3

3

2

4

0

2

6

4

5

6

0

0件 2件 4件 6件 8件 10件

通勤・通学に不便だから

今の住居に不満だから

買い物など日常生活が不便だから

子どもの教育や子育て環境がよくないから

観光資源など楽しさや魅力が少ないから

歴史・文化資源が充実していないから

自然環境がよくないから

働く環境が整っていないから

地域になじみや愛着がないから

行政サービスが充実していないから

その他

不明

Q10.石川地域外に移りたいとお考えになった理由について

＜n=200＞

23.5% 21.0% 8.5% 2.5% 9.5% 1.0% 11.0% 18.0% 5.0%

石川地域で就業（就学）している 石川地域以外のうるま市内で就業（就学）している

沖縄市で就業（就学）している 那覇市で就業（就学）している

恩納村で就業（就学）している 浦添市で就業（就学）している

現在、就業（就学）していない その他

不明

Q11.現在の就業・就学状況について

回答数：20 

回答数：200 
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（１２）今後の就業意向について 
今後も上記「（１１）で選んだ場所で就業したい（し続けたい）」との回答が 34.0%

と最も多く、次に「石川地域で就業したい」との回答が 18.5％となっています。 

 

 
 
 
  

＜n=200＞

34.0% 18.5% 12.0% 9.0% 12.0% 9.0% 5.5%

Q11で選んだ場所で就業したい（し続けたい） 石川地域で就業したい

市内（石川地域以外）で就業したい 市外で就業したい

就業する予定がないのでわからない その他

不明

Q12.今後の就業意向について

回答数：200 
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３．「まちの将来像とうるま市の取組」について 
（１３）現在の石川地域において、就業・交流・にぎわい拠点となるまちづくりの実

現にあたって、課題と感じていること（複数選択可） 
「希望する賃金・給与の仕事がない」、「商業施設や公共施設など魅力ある施設が

不足している」との回答が最も多く、次に「希望する業種・業態の仕事がない」との

回答が多くなっています。 

 
（１４）今後、石川地域で就業したい仕事の業種・業態について（複数選択可） 
※上記（１３）で「１ 希望する賃金・給与の仕事がない」「２ 希望する業種・業

態の仕事がない」を選んだ方のみ回答 
「医療・福祉」を希望する回答が最も多く、次に「情報通信業」、「宿泊・飲食サ

ービス業」との回答が多くなっています。 

 

＜n=200＞

83

68

36

51

33

83

16

35

31

20

6

0件 20件 40件 60件 80件 100件

希望する賃金・給与の仕事がない

希望する業種・業態の仕事がない

勤務時間や休暇など希望する就業環境がない

観光客の受入れなど観光に関する取組が不十分である

保育や託児スペースなど子育て環境が不十分である

商業施設や公共施設など魅力ある施設が不足している

住宅や長期滞在施設など居住環境が不十分である

道路の渋滞など交通アクセス等の改善が必要である

特に課題等は感じていない

その他

不明

Q13.現在の石川地域において、就業・交流・にぎわい拠点となるまちづくりの実現にあたって課題と
感じていること

＜n=102＞

1

1

6

20

22

3

11

17

21

5

1

29

17

7

3

0件 10件 20件 30件

農業、林業

漁業

建設・不動産業

製造業

情報通信業

運輸業

卸売・小売業

生活関連サービス、娯楽業

宿泊・飲食サービス業

電気・ガス・熱供給・水道業

金融業・保険業

医療・福祉

現時点で希望する業種・業態は特にない

その他

不明

Q14.今後、石川地域で就業したい仕事の業種・業態について

回答数：200 

回答数：102 
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（１５）今後の石川地域における就業・交流・にぎわいのまちづくりを実現するにあ

たって、うるま市ではどのような対策に取組むべきだと考えますか（複数選択可） 
「子育て支援など就業しやすい環境を充実させる」との回答が最も多く、次に「一

人当たりの所得を増やす産業の誘致や企業の集積を進める」、「魅力ある商業施設

（スーパーや飲食施設など）や公共施設（サービス）を充実させる」との回答が多く

なっています。 

 
 
（１６）今後の石川地域において、就業・交流・にぎわいとともに、どのようなまち

にしていきたいですか（複数選択可） 
「だれもが安全に暮らせるまち」との回答が最も多く、次に「子育てしやすく、学校

などの教育環境が整って充実しているまち」との回答が多くなっています。 

 

＜n=200＞

82

31

55

23

30

61

46

64

88

82

45

46

0件 20件 40件 60件 80件 100件

一人当たりの所得を増やす産業の誘致や企業の集積を進める

企業による新しい技術・商品・サービス等の開発を支援する

人材育成の支援を充実させる

コワーキングスペースやサテライトオフィスなどの就業環境を整備する

大学や研究機関等と産業・企業の連携を促進する

若者の起業を支援する

観光産業の振興を図る

スポーツ・レクリエーションを充実させる

子育て支援など就業しやすい環境を充実させる

魅力ある商業施設（スーパーや飲食施設など）や公共施設（サービス）を充実させる

住宅など居住環境を充実させる

道路など基盤整備を充実させる

Q15.今後の石川地域における就業・交流・にぎわいのまちづくりを実現するにあたって、うるま市では
どのような対策に取組むべきだと考えますか

＜n=200＞

107

35

65

126

78

50

122

115

2

7

5

0件 20件 40件 60件 80件 100件 120件 140件

水辺や緑など自然環境のよいまち

歴史や伝統を大切にするまち

うるま市特有の地域資源・楽しみが充実したまち

だれもが安全に暮らせるまち

快適な街並みや美しい都市景観に満ちたまち

文化・芸術・スポーツに力を入れるまち

子育てしやすく、学校などの教育環境が整って充実しているまち

医療や健康に暮らすための取組が充実しているまち

特にない

その他

不明

Q16.今後の石川地域において、就業・交流・にぎわいとともに、どのようなまちにしていきたいですか

回答数：200 

回答数：200 
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４．まちづくりへの市民の参加について 
（１７）まちづくりの役割分担に関して考えにもっとも近いものをお知らせください 
「市民と行政の役割分担を定め、市民と行政が協働で行う」との回答が 48.5％と最

も多く、次に「民間事業者にまかせられる事業については、なるべく民間事業者にま

かせる」との回答が 20.0％となっています。 

 
 
（１８）まちづくりに対する意欲についてお知らせください 
「時間があれば参加したい」との回答が 54.5%と最も多く、次に「わからない」と

の回答が 16.5％となっています。 

 
  

＜n=200＞

4.5% 11.0% 48.5% 20.0% 11.0%
1.0%

4.0%

市民が主体となって行う 行政が主体となって行う

市民と行政の役割分担を定め、市民と行政が協働で行う 民間事業者にまかせられる事業については、なるべく民間事業者にまかせる

わからない その他

不明

Q17.まちづくりの役割分担に関して考えにもっとも近いものをお知らせください

＜n=200＞

14.0% 54.5% 10.0% 4.0% 16.5% 1.0%

積極的に参加したい 時間があれば参加したい あまり参加したくない 参加したくない わからない 不明

Q18.まちづくりに対する意欲についてお知らせください

回答数：200 

回答数：200 
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（１９）普段、市が発信する情報、市からのお知らせをどのように入手していますか

（複数選択可） 
「市の広報紙」から入手している回答が最も多く、次に「市のフェイスブック、ラ

イン等のＳＮＳ」、「市のホームページ」との回答が多くなっています。 

 
  

＜n=200＞

155

49

56

7

22

38

9

1

17

5

4

0件 20件 40件 60件 80件 100件 120件 140件 160件

市の広報紙

市のホームページ

市のフェイスブック、ライン等のＳＮＳ

市のメール配信サービス

テレビやラジオなど

インターネット（検索サイトなど）

自治会の集会や回覧

市の説明会

新聞

その他

不明

Q19.普段、市が発信する情報、市からのお知らせをどのように入手していますか

回答数：200 
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（２０）自由意見欄（抜粋） 
 
まちづくりに関する事項（課題・要望など） 

臭いが1番の課題。養豚業者等が未だに川に汚水等を流しているのが一番の問題では

ないのか。 

豚舎の悪臭問題や道路の補修整備など、市道、農道の舗装が剥がれていたり、陥没

していても修繕されるまでに長い年月がかかったり、最悪そのままの状態が多い。 

うるま市に限らず、沖縄の街並みはあまりに街路に雑草が生い茂り、管理されてい

ない。 

石川にある体育館やトレーニングルームなど、市民が気軽に運動できる施設を整え

てほしい。 

幼児でも遊べるような公園があるといいなと思う。また、支援センターを充実して

ほしい。 

石川伊波地域は生活しやすい方では有ると思いますが、夜ウォーキング中、外灯が

少ない為、１人で歩くのは危ないなと思うことがある為、外灯を増やしてほしい。 

石川ビーチをもっとキレイにして欲しい。 

市道の白線を改善し交通量の多い場所の安全確保に努力してほしい。 

豚舎の悪臭の改善 

公園や道をきれいにしてほしいです。 

家畜の臭いなのか、くさい時があり気になる。 

石川ビーチの構造物を撤去して、駐車場を整備してキャンプ場及び公園を整備すれ

ば、現状よりよくなると思います。 

地域環境に関する事項（課題・要望など） 

娯楽施設等を増やして欲しい 

子育て中なので大小様々なスーパーがあってとても助かっています。海も山も大き

な公園もあり、歩道も広く歩きやすく、街並みも綺麗で役場の方の対応も素晴らし

い石川の住みやすさがとても好きです。 

バスのアクセスが悪く、車以外での交通手段が無いように感じる。 

もっと子育てしている親が働きやすい環境を整えて欲しい。 

伊波中学校校区の就業場所、住居（マンションやアパート）が少ない印象。石川地

域に魅力ある商業施設が無いため週末は家族で石川から出て他市町村へ向かう。 

うるま市になっても具志川が中心になりすぎている。役所に無料でいけるバスをど

んどん増やしてほしい。 

古い空き家、空き店舗の放置が気になります。 

石川から外出する際は沖縄市方面か北部方面であるがバスは具志川を通る路面がほ

とんどで乗車時間も長くなり疲れる。 

就業する企業が少ない（特に石川）。 

石川地域は住みやすく海にも近く良い所だと思います。ただ仕事をするには業種も

限られており、その点はまだまだ改善の余地があると思います。 

その他（意見・要望など） 

地域で異なるとは思うが、部落の行事等は、いつも決まった人達しか参加してな

い。参加したくても参加しにくい部分がある。 

海も、山も近くにあるので上手く活用できないものか。 

山(石川岳)と海が近く、魅力的な資源があるけれど、上手く活用出来ていない印象

があります。 
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自然が多いので市民の森をキレイにするといいと思う。 

ドッグランを作ってほしい。 

若者から高齢者まで働ける環境作りを優先して欲しい。 

毎回子どもが保育園に入園できずにいる状況をなんとかしてほしい。あと１～２才

でも安全に遊べる公園や室内遊び場などを充実させてほしい。 

石川地区には海や山があり資源の宝庫である。また高速道路が市街地に隣接してい

る事や東西の移動に非常に適していて観光客や県民に利用してもらいやすい立地に

なっている。 

川、海沿いでジョギング、ウォーキングが安全にできる環境。高齢者にやさしいま

ちづくりを考えてほしい。 

うるま市が合併し、住宅地としては色々と整備され住みやすい所となってきつつあ

るが石川が以前からある施設や資源はあまり活かされてないように思います。 

石川地域はみほそのまちと言われ東海岸、西海岸と県内でもめずらしいくらいに立

地のいい場所だと思います。 

以前に比べ、大型のショッピングセンター等商業施設は増え充実していると思いま

す。旧石川（石川市）の時みたいに身近に感じられるような地域性というのがうす

くなってきているように感じる。 
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